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序　　　文

我が国は、フィリピンが最優先課題の一つとしている初等・中等学校の理数科教育向上に資す

るため、昭和 62 年度から無償資金援助によって国立フィリピン大学内に「理数科教師訓練セン

ター（ＳＴＴＣ）」を建設するなどの協力を行ってきた。引き続き国際協力事業団（ＪＩＣＡ）は、

その協力効果を高めるため、初の総合的なアプローチを試みることになり、平成５年３月「初中等

理数科教育向上パッケージ協力」に係る討議議事録（Ｒ／Ｄ）の署名を取り交わして、プロジェク

ト方式技術協力（以下、プロ技協）・個別派遣専門家・青年海外協力隊派遣・国別特設研修などの

コンポーネントを有機的に組み合わせる協力が開始された。その中核となるプロ技協の「フィリピ

ン理数科教師訓練センタープロジェクト」は、平成６年３月の討議議事録（Ｒ／Ｄ）に基づき平成

６年６月１日から５年間にわたり、実施されてきました。

今般はパッケージ協力及びプロ技協が、共に平成11年５月末で協力期間の終了を迎えるにあた

り、国際協力事業団は平成 10年 11月 30日から 12月 12日まで、国際協力事業団 国際協力総合研

修所 富本幾文 国際協力専門員を団長とする終了時評価調査団を現地に派遣し、フィリピン側

評価調査チームと合同で終了時評価を行った。

本報告書は、同調査団の報告を取りまとめたものである。

これによれば、パッケージ協力は「ＩＮＳＥＴ（現場教員の再訓練）」の概念を導入したことによ

り、中央における訓練プログラムの成果を地方の３モデル地区に展開する道を開いたが、その展

開のため更に２年程度の協力期間の延長が必要とされる。一方プロ技協は、ＳＴＴＣを初中等理

数科教員トレーナーの優秀な養成機関に育成し、その成果を地方への波及に貢献する役割を果た

してきました。

このように、初のパッケージ協力は、各個別スキームを有機的に組み合わせ、質の高い協力を

展開する上での具体的かつ貴重な体験と教訓を残した。本報告書が、今後の国際協力の新展開に

広く活用され、同国の発展に資することを期待いたします。

ここに、調査団の各位をはじめ、調査にご協力いただいた外務省・文部省・在フィリピン日本

大使館など、内外関係各機関の方々に深く謝意を表するとともに、引き続き一層のご支援をお願

いする次第です。

平成 11年５月

国 際 協 力 事 業 団

理事　泉 　 堅 二 郎
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第１章　終了時評価調査団の派遣

１－１　調査団派遣の背景・経緯

フィリピン共和国では、同国の持続的経済成長に必須とされる産業の高度化を支えるための

理数科分野の人材が極端に不足していることから、特に初等・中等学校における、理数科教育の

向上を最優先課題の一つとしており、さらにフィリピン政府は1991年、我が国の無償資金協力で

国立フィリピン大学内に建設された理数科教師訓練センター（ＳＴＴＣ）に対するプロジェクト方

式技術協力を要請してきた。

これに対して、国際協力事業団（ＪＩＣＡ）は同分野における課題を包括的に検討し、効果的な

援助方法を探ることを目的としたプロジェクト形成調査団を 1992 年９月に派遣し、同調査団は

フィリピンの理数科教育分野における問題点を指摘するとともに、理数科教員の再教育のための

「相乗的な効果」、「段階的広がりのある効果」、「複合補完的な効果」、「地理的広がりをもつ効果」、

「社会経済的層間に広がりのある効果」をもつプログラムアプローチの必要性などを指摘した。ま

た、これらに併せて我が国が協力可能な各種形態を有機的に組み合わせたパッケージ協力を実施

することが有効であるとの提言を行った。同提言に基づき、ＪＩＣＡは 1993年３月にフィリピン

政府との間で「初中等理数科教育向上パッケージ協力」（以下「パッケージ協力」）に係る討議議事録

（Record of Discussions：Ｒ／Ｄ）の署名を取り交わし、プロジェクト方式技術協力（以下、プロ

技協）・個別専門家派遣・青年海外協力隊派遣・国別特設研修などのコンポーネントを有機的に組

み合わせた協力が開始された。

一方、パッケージ協力の中核コンポーネントであるプロ技協・理数科教師訓練センタープロ

ジェクトは、実験・実習と教授法・教材の開発に焦点を当てつつ、フィリピン大学理数科教師訓

練センターを初等、中等学校レベルの優れた育成機関にすることを目標として、1994年６月１日

から５年間の予定で開始された。今回パッケージ協力とプロ技協の協力期間の終了（1999年５月

31日）を間近に控え、本調査団を派遣することとなった。

１－２　調査の目的・方針及び内容

本終了時評価調査では、複数の協力形態を組み合わせたプログラムアプローチとして実施して

きたパッケージ協力全体の実施経緯、仕組みの有効性を総括するとともに、パッケージ協力の

コア目的とされたＩＮＳＥＴ（In-Service Training：現場教員の再訓練）システムの確立について

同コア目的達成のために作成されたＰＤＭに基づき、評価５項目（目標達成度、効果、効率性、妥

当性、自立発展性）の観点から評価を行った。（第２章・第３章参照）

また、プロ技協については、活動実績、目標達成状況を整理するとともに、同プロ技部分の

ＰＤＭに基づき評価５項目の観点から評価を行った。（第Ⅱ部参照）
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なお、パッケージ協力のコンポーネントの一つである青年海外協力隊の活動の評価、特に

ＩＮＳＥＴシステムに係る部分については、本調査団と同時期に青年海外協力隊事務局より派遣

された評価調査団が分析評価を行っており、評価結果については同調査団の報告書を参照願いた

い。

１－３　調査団の構成

氏名 担当分野 所属・役職

富本　幾文 総　　括 国際協力事業団　国際協力総合研修所 国際協力専門員

大隈　紀和 理科教育 京都教育大学教授

清水　静海 数学教育 筑波大学助教授

中山　　亮 評価計画 国際協力事業団　企画部地域第一課

竹原　成悦 教育行政 国際協力事業団　派遣事業部派遣第一課

梅宮　直樹 中央研修 国際協力事業団　社会開発協力部社会開発協力第一課

山田　肖子 評価分析 グローバルリンク（株）プロジェクトマネージャー
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１－４　調査日程

調査期間：1998（平成 10）年 11月 30日～ 12月 12日（13日間）

月日（曜日） 時間 団長 評価計画 教育行政 中央研修 評価分析 数学教育 理科教育

富本 中山 竹原 梅宮 山田 清水 大隈

11／30（月） PM 成田発（9:45）→マニラ着（13:25）（JL741） 関西空港→マニラ

Nite 日本人専門家との懇談会

12／１（火） AM ＪＩＣＡフィリピン事務所との打合せ

PM マニラ発→イロイロ着 ＵＰ学長表敬、専門家との打合せ

PM ＷＶＳＵ学長表敬、協力隊員との意見交換 ＩＳＭＥＤのＣ／Ｐへ調査方針を説明

12／２（水） AM ＲＭＴ訪問 ＩＳＭＥＤのＣ／Ｐとの協議（実績確認）

PM イロイロ発→マニラ着 ＩＳＭＥＤのＣ／Ｐとの協議（教科別ヒアリング）

Nite 団内打合せ（調査結果情報を共有、問題点の有無を確認）

12／３（木） AM ＤＥＣＳ表敬

PM ＣＨＥＤ訪問 ＣＭＴ訪問 ＩＳＭＥＤのＣ／Ｐとの協議（教科別ヒアリング）

PM ＮＥＤＡ、ＤＯＳＴ訪問 ＩＳＭＥＤのＣ／Ｐとの協議（教科別ヒアリング）

12／４（金） AM マニラ発→ダバオ着 ＩＳＭＥＤのＣ／Ｐとの協議（今後の活動計画の確認）

PM ＤＥＣＳ、ＡＤＤＵ学長表敬 ＩＳＭＥＤのＣ／Ｐとの協議（今後の活動計画の確認）

PM ＲＭＴ訪問 ＩＳＭＥＤのＣ／Ｐとの協議（団員ごとの個別補足調査）

Nite 協力隊員との意見交換、懇談会 ＩＳＭＥＤのＣ／Ｐとの懇談会

12／５（土） AM セミナー視察 資料整理（プロ技協ミニッツ案の作成）

PM ダバオ発→マニラ着 資料整理（プロ技協ミニッツ案の作成）

Nite 団内打合せ（調査結果情報を共有、問題点の有無を確認）

12／６（日） AM パッケージ協力（ＰＣ）評価案作成 ＰＣ評価案作成 資料整理（プロ技協ミニッツ案の作成）

PM ＰＣ評価案作成 ＰＣ評価案作成 資料整理（プロ技協ミニッツ案の作成）

Nite 団内打合せ 協力隊員との意見交換 団内打合せ（調査結果情報を共有）

12／７（月） AM プロ技協 ＰＣ評価案作成 マニラ発→ビコール着 プロ技協評価案についてＩＳＭＥＤのＣ／Ｐと協議

PM プロ技協 ＰＣ評価案作成 ＲＭＴ訪問 プロ技協ミニッツ案の作成

Nite 団内打合せ 協力隊員との意見交換 団内打合せ（調査結果情報を共有）

12／８（火） AM プロ技協ＪＣＣの開催 ビコール発→マニラ着 プロ技協ＪＣＣの開催

PM プロ技協ミニッツ署名 ＰＣ評価案作成 プロ技協ミニッツ署名・交換

Nite 団内打合せ（ＰＣ評価案の検討）

12／９（水） AM ＰＣ協力評価案に係る日本人関係者との協議

PM フィリピン側ＪＳＣメンバーとの協議 マニラ→成田

12／10（木） AM ＰＣ評価案の検討 マニラ→関西空港

PM ＰＣ評価最終案の作成

12／11（金） AM ＰＣ協力のＪＳＣを開催（合同評価会）

PM ＰＣミニッツ署名・交換

12／12（土） AM マニラ発（14:45）→成田着（19:40）（JL742）

※Ｃ／Ｐ…カウンターパートの略
※プロ技協…プロジェクト方式技術協力の略
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１－５　主要面談者リスト

（1）フィリピン側

氏名 役職名 所属

Niro L. Rosas Undersecretary Department of Education, Culture and Sports（ＤＥＣＳ）

Leopold LH. Lazatin Undersecretary Department of Science and Technology（ＤＯＳＴ）

Claro Llaguno Chancellor University of the Philippines

Virginia P. Davide Director Philippines National Volunteer Service Coordinating Agency

（ＰＮＶＳＣＡ）

Vivien Tarisayon Director Science Teacher Training Center, Institute for Science and Education

Development, The University of the Philippines

Marcerita Magno Project Institute for Science and Education Development, The University of

Coordinator Philippines

Juan R. Banquicio, Jr. Co-chairman Central Management Team, ＤＥＣＳ（Director,ＮＥＡＰ）

Bernabe B. Cocjin President West Visayas State University

Perla E. Funa Director Regional Science Teacher Center, Ateneo de Davao University

池田　嘉彌 ＪＩＣＡ専門家 チーフアドバイザー（ＤＥＣＳ配置）

今野　公博 ＪＩＣＡ専門家 ＤＥＣＳ region-V

村山　哲也 ＪＩＣＡ専門家 ＤＥＣＳ region-XI

原　　芳久 ＪＩＣＡ専門家 ＤＥＣＳ region-IV
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第２章　パッケージ協力全体の評価

フィリピン共和国初中等理数科教育向上パッケージ協力は、国際協力事業団（ＪＩＣＡ）の個別

専門家派遣・研修員受入・プロジェクト方式技術協力（以下、プロ技協）・青年海外協力隊派遣及

び無償資金協力などの事業（以下「スキーム」と称する）を有機的に連携させることにより、個別の

スキームのみでは達成できない総合的な効果をもたらすことを期待して実施された初めての試み

であった。

本パッケージ協力以外で同様の形態をとって実施された案件は、現在のところ、インドネシア

の農業分野における通称「アンブレラ協力」があるのみである。その意味で、本パッケージ協力を

評価することは、今後、ＪＩＣＡが同様の協力を進めるうえで、有意義な教訓を導き出す機会に

なるであろう。

特に、現在検討が進められているＪＩＣＡの組織・業務改革の柱である国別アプローチにおい

ては、協力対象国の歴史・文化・社会・政治・経済・制度組織などの特徴を十分に把握したうえ

で、特定の課題解決のために、ＪＩＣＡの各スキームを有機的に組み合わせ、よりインパクトの

ある、質の高い協力を展開しようとすることが意図されている。本パッケージ協力で得られた

個々の教訓は、今後、ＪＩＣＡが国別アプローチを具体的に展開するうえで有益な示唆を与える

ものとなるであろう。

本終了時評価調査団はこれらの期待を抱いて、1998年 11月末から約２週間をかけて現地調査を

行った。本評価調査団はできる限り多くの数値データを日本側・フィリピン側双方の関係者から

聞き取り、アンケート調査に基づき客観的な評価を行うことをめざした。そのため、調査団派遣

の約４か月前からＪＩＣＡフィリピン事務所、派遣専門家、プロ技協及び協力隊関係者、フィリ

ピン側カウンターパートなどと連絡を取り合い、評価の準備を進めた。また、評価調査団派遣前

に、コンサルタント団員と短期派遣の協力隊員をマニラ及び３モデル地区（ダバオ・イロイロ・ビ

コール）に派遣し、アンケート調査及び詳細なデータ収集を行った。

また、評価結果や教訓が、ＪＩＣＡの事業実施の改善のみに活用されるのではなく、フィリピ

ンの初中等理数科教育を向上させる本来の実施主体者（オーナー）であるフィリピン側関係者や協

力の直接的な受益者である教員訓練指導者、及び教育現場の教師に裨益することを念頭に置き、

フィリピン側においてあらかじめ評価を行ったうえで、その評価結果をも考慮した共同評価とい

う形を取った。

さらに、パッケージ協力全体の評価と並行して、パッケージ協力の構成要素である個々のス

キームのうち、プロ技協と協力隊派遣事業については担当事業部の必要から個別に評価を行った。

個々のスキームの評価結果については、それぞれの評価報告書に取りまとめられているので、

以降、パッケージ協力全体の評価の要点と、そこから導き出される教訓について述べることとする。
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（1）評価の要点

パッケージ協力の開始当初において、全体的な概念及び地方展開への協力計画が必ず

しも明確になってはいなかった。

1992年９月に派遣された理数科教育プロジェクト形成調査団（宮本守也団長）は、パッケー

ジ協力に期待すべき効果として、「問題を包括的に整理し、個々のスキームの役割や期待され

る効果を全体計画の中で明確にし、十分な連携が取れる形にして協力を実施し、成果を最大

限に引き出す」ことを提言していた。

さらに、同調査団はパッケージ協力の最終目標として「初・中等学校において生徒の理数科

の学習内容とレベルを向上させる」ことと定め、その具体的な協力方法としての８つのスキー

ム（チーフアドバイザーの派遣、プロ技協、協力隊派遣、集団研修、国別特設研修、第二国研

修、第三国研修、無償資金協力による地方訓練センターの建設）を提言した。

同調査団の提言にあるように、パッケージ協力は「個々のスキームの役割や効果を全体計画

の中で明確にする」ことにより、「成果を最大限に引き出す」ことを目的としていたが、その

後の協力展開の中では、「全体計画と個々のスキームの役割」関係が必ずしも明確にならず、

パッケージ協力の成果が発現するうえでの制約となった。

この点については、1 9 9 6 年７月に派遣されたパッケージ協力プロジェクト形成調査団

（中間評価、藤村建夫団長）の報告書からパッケージ協力の全体的な概念（上位目標、プロジェ

クト目標、成果、活動などはだれがどこで何をどのように行うのか）が明確になっていないこ

とが指摘されている。

全体的な概念とともに、地方展開に対する協力計画の不明確さも、パッケージ協力の効果

発現を制約していたと言えよう。1992年９月のプロジェクト形成調査団の報告書にも明記さ

れているが、パッケージ協力計画策定の初期段階では、最終目標を達成するうえで、地方で

実施されている理数科教師の訓練内容を向上させるための「協力の地方展開」の重要性が明確

に意図されていた。

フィリピンの理数科教育の向上をめざしてパッケージ協力方式を取り入れた理由は、個別

スキーム間の連携を深めるということも重要な点ではあるが、その最大の眼目は、中央の訓

練プログラムに対する協力とともに、中央での成果を地方に展開することにより、地方の教

育現場（グラスルーツ）での教師の指導能力や生徒の学習能力を向上させることであった。中

央の訓練プログラムに対する協力のみであれば、プロ技協だけでも十分対応が可能であり、

協力隊派遣や無償資金協力を含むパッケージ協力を構想する必要はなかったものと思われる。

本評価調査団の分析では、パッケージ協力のＲ／Ｄ署名（1993年３月）までの段階では地方

展開を明確に意図していたものが、プロ技協のＲ／Ｄ署名（1994年３月）以降、日本・フィリ
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ピン双方において、地方展開に対する考えが微妙に変化していったことがうかがえる。

その理由としては、①プロ技協の討議議事録（Ｒ／Ｄ）署名段階までに地方モデル地区の選

定が進んでいなかったこと、②地方の理数科教育センター（ＲＳＴＣ）における人材や資金面

の不足から、一挙に地方展開することには困難が予想されたこと、③地方の実施体制への不

安もあってＲＳＴＣに対する無償資金協力が見送られたこと、④フィリピン側カウンター

パートも中央の理数科教師訓練センター（ＳＴＴＣ）における活動の重点を、ＲＳＴＣスタッ

フ強化のための反復研修ではなく、より多くの教師に研修の機会を与えることに置いたこと

などが考えられる。

結果として、中央の訓練プログラムに対するプロ技協による協力計画と、地方を拠点とす

る協力隊の活動計画は策定されたが、中央と地方の活動を結びつけ、さらに中央の成果がど

のように地方に展開するかという全体を見渡した協力計画が空白の状態で、約３年が過ぎて

いった。

この間に中央の訓練プログラムでは、一定の成果があがっていたものの、その成果をどの

ように地方に展開させるかについての詳細な協力計画がなく、地方で活動している協力隊員

や短期派遣専門家は、全体計画の中での位置づけが不明確なまま協力を展開しなければなら

ない状況に置かれていた。

（2）ＩＮＳＥＴ概念の導入

日本・フィリピン双方の関係者の努力により、協力開始から約３年後にＩＮＳＥＴ

（現場教員の再訓練）という概念が導入され、それに基づく活動が本格化した。

パッケージ協力全体の概念と地方展開への計画が不明確であったことにより、当初期待さ

れていたパッケージ協力の効果が制約されていたが、1996年７月にプロジェクト形成調査団

が問題点を整理し、二代目の池田チーフアドバイザーの努力により、フィリピン側の協力を

得てパッケージ協力全体概念の構築と、実施計画及び協力計画の策定がなされた。

ＩＮＳＥＴ（In-Service Training）とは、Pre-Service Training（大学などでの新規教員の

養成）に対置される概念であり、教育現場に配置されている教員の再訓練をめざすものであ

る。In-Serviceか Pre-Serviceのいずれに協力すべきかについては、教育専門家の間でも議論

はあるが、ここでは In-Serviceが対象として選択された。

ここでパッケージ協力の目的は、中央と地方（特に３モデル地区）におけるＩＮＳＥＴシス

テムの構築ということとなった。また、この全体概念を補強する意味で、Memorandum of

Agreement（ＭＯＡ）と Basic Guidelines（ＢＧ）が策定された。前者は、ＩＮＳＥＴシステム

の実施体制と関係機関の責任分担を明確化し、後者は同システム構築のための政策、戦略及
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び進め方の指針を示すものである。

1993年３月のパッケージ協力のＲ／Ｄ署名から約３年間かかって全体概念と具体的な計画

が明確となった。むろん、この３年間においても、中央の訓練プログラムでは約 470名の教

員トレーナーが訓練を受け、多くの教材が開発された。また、地方訓練プログラムの支援や

巡回指導、教材開発の指導などが協力隊によって精力的に行われていたが、ＩＮＳＥＴシス

テムの構築という全体概念と目的が明らかになったことにより、個々のスキームの役割が

パッケージ協力全体の中で初めて明確に位置づけられたといえる。

パッケージ協力の全体概念と計画策定に約３年の期間を要したということは、この協力方

式を導入する際に、相当の準備と細心の注意が必要であることを示唆している。前にも述べ

たとおり、パッケージ協力方式を本件に導入した最大の眼目は、「地方への展開」であった。中

央の研修プログラムの成果は、地方の教育現場に適用され、教師の指導能力向上と生徒の学

習能力向上が図られて、初めて計画全体の効果が表れたと判断できる。

パッケージ協力の全体概念と詳細な計画策定に時間がかかってしまったのは、日本側が、

フィリピンの地方の教育状況や問題点を的確に把握して、適切な協力方法を計画することが

容易でなかったことを示している。中央においては、国立フィリピン大学（ＵＰ）という受け

皿（カウンターパート機関）があり、そこでは無償資金協力で建設された施設・機材などもあ

り、人員や予算を確保できる見通しもあった。これに対し、地方では人員や予算・施設の確

保が難しく、地域によって異なる問題を抱えている上に、複数の関係機関が多様な訓練プロ

グラムを実施しており、最適なカウンターパート機関の選定やモデル地区の選定も容易では

ない状況であった。

より重要な問題は、歴史・文化・社会や制度が異なる地方の教育現場の問題を的確に捉え

る調査・分析手法と、その結果に基づいて適切な協力計画を短期間にまとめあげる計画手法

が、日本側教育専門家、あるいはＪＩＣＡ内部において十分に開発されていなかったという

ことではないだろうか。

理数科教育を含む教育分野に対する協力の実績が、それほど多くないことから、成功や失

敗の経験を踏まえた最善の協力方法（Best Practice）というものが、我が国の教育研究機関

やＪＩＣＡ内部に十分に蓄積されてはいない。こうした状況では、日本側専門家は日本の経

験を基に、協力対象国の現状や問題点を把握し、自己の経験と知識の範囲内で協力計画を策

定しようとするのが一般的な傾向ではないだろうか。

このような方法をとる場合、日本側専門家は対象国特有（Country Specific）の制約条件や、

カウンターパート固有の行動様式、あるいは思考方法の違いに突き当たることとなる。こう

した双方の違いを認識し、地方の教育現場の状況を把握したうえで、最適な協力計画を考案

するまでには、試行錯誤的なプロセスをたどることであろう。そのうえで、パッケージ協力
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というＪＩＣＡにとっても全く新しい方式をフィリピン側関係者に理解させ、全体概念と具

体的計画を策定するということは至難の業というべきではなかっただろうか。

全体概念と具体的計画の策定に３年をかけるのは長過ぎるという議論もあろうが、それだ

けの期間をかけたが故に、協力の地方展開を可能にするシステム作りが進みはじめたという

べきであろう。

（3）評価

本評価時点では、中央における訓練プログラムは一定の成果をあげたものといえる。

地方（３モデル地区）における訓練プログラムは、実践的訓練方法の導入が行われたが、

その方法の適用及び普及は今後、本格化することが期待される。

パッケージ協力の全体概念と具体的な計画が日本・フィリピン双方で確認されたことによ

り、その後の協力活動はＩＮＳＥＴシステムの構築と、中央における訓練プログラムの成果

を地方の３モデル地区に展開することに集中させることができるようになった。

本評価時点（1998年 12月）では、ＩＮＳＥＴシステムの概念が導入されてから約２年の期間

が過ぎているが、「初・中等理数科教師のためのＩＮＳＥＴシステムを確立させる」という目

標は、ＮＴＰ（中央訓練プログラム）とＲＴＰ（地方訓練プログラム）を実施するための運営管

理組織としてＣＭＴ（中央管理チーム）とＲＭＴ（地方管理チーム）が設立され、フィリピン側

関連機関の連携が組織立てられたという観点から、ある程度達成されたといえる。

ＮＴＰの活動は、４年間にわたり 929名の教員トレーナーを訓練し、多くの教材を開発し

た。地方展開の要である３モデル地区では、１万6430名の初等理数科教員、6772名の中等地

学・生物教員がＲＴＰ及びDivisionレベルの訓練プログラム（ＤＴＰ）を受けたことが報告さ

れている。

ＩＮＳＥＴシステムとの関連では、その中心的活動として位置づけられたＰＷＡ（実践的訓

練方法）の導入（Introduction）という観点ではＮＴＰは一定の成果をあげたといえる。ＲＴＰ

において、ＰＷＡの導入はある程度成功しているが、個々の地域の実情に合わせて適切な教

育方法を採用（Adoption）し、適応（Adaptation）させることは現時点では緒に就いたばかりで

あり、教育現場への普及（Extension）は今後、本格化することが期待される。

このように、パッケージ協力の全体概念として導入されたＩＮＳＥＴシステムの構築とい

う点では、協力により一定のインパクトを与えたが、協力の当初に想定された最終目標であ

る「初・中等学校において生徒の理数科の学習内容及び学習レベルを向上させる」という点に

ついては、パッケージ協力のインパクトを現時点で定量的に把握することはかなり難しい。

ただし、ＩＮＳＥＴシステムはフィリピン政府の強い支持を受けており、ＲＴＰに参加した
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１万名以上の教員が理数科教育におけるＰＷＡの重要性を認識しており、そのシステムで自

信をつけた教師による体験型学習を通じて、生徒が理数科科目に対する関心を高めることは

十分に予想できる。

中央での訓練プログラムについては、一定の成果をあげたと評価できることから、プロ技

協によるフィリピン大学理数科教育開発研究所（ＵＰ－ＩＳＭＥＤ）への協力は、ひとまず区

切りをつけることが適切である。

しかしながら、パッケージ協力の主眼である地方展開については、途に着いたばかりであ

り、今後２年間程度、協力期間を延長し、ＩＮＳＥＴシステムの地方での定着を図るととも

に、ＰＷＡの採用と適応及び教育現場への普及について、フィリピン側と共同で詳細な実施

計画を策定する必要がある。これに協力するため、チーフアドバイザーによる３モデル地区

への個別専門家・協力隊員の派遣・研修事業などは継続させる必要がある。

そのうえで、ＲＳＴＣの実施体制が確立される見通しが立った段階で、地方展開に重点を

置いたプロ技協の実施や地方ＲＳＴＣへの無償資金協力の供与を検討すべきである。その際、

３モデル地区の中で、協力効果の発現が最も期待される１ないし２地区に対象を絞り込むこ

とや、全く別の地域をモデル地区に選定することなどを含め、協力計画に柔軟性を持たせる

ことも必要である。

協力の成否と成果の持続性を左右する最大の要件は、何よりも中央と地方における優秀な

人材と予算の確保であり、この点については、評価調査団としてもフィリピン側に再三強く

申し入れたところである。

（4）評価から導かれる教訓

本パッケージ協力は今後、理数科教育向上のための協力を展開するうえで参考となる

具体的な計画方法、教材の開発法、指導方法などを提示するとともに、ＪＩＣＡの個別

スキームを有機的に組み合わせることの難しさの一端をも示している。

同時に、案件運営上の改善点のみならず、理数科教育の向上に対する我が国の援助戦

略の確立の必要性も示唆している。

本パッケージ協力から得られた貴重な財産としては、第１に、ＮＴＰ及びＲＴＰ用に開発

された教材や指導方法を開設したソースブックなどがある。これらは目に見える具体的な成

果であるが、その背後に専門家や協力隊員が知識・経験として蓄積した具体的な協力計画策

定と実施の手法（だれが何をどのような順番でだれに伝えるか）がある。これらの手法は資料

として詳細に記録され、今後、他の途上国における類似の協力案件に十分活用できるもので

ある。



- 15 -

第２に、最初のパッケージ協力案件として、ＪＩＣＡの個別スキームを有機的に組み合わ

せ、統一した概念と計画の下で実施することがいかに難しかったかということも如実に示し

ている。

おそらく本件の計画当初においては、個別のスキームの限界を打ち破る画期的な協力方法

として、関係者の期待は相当に高かったと思われる。確かに、パッケージ協力という枠組み

を示したことで、各事業部でばらばらに実施されがちな個別スキームを、同じ目的に向かわ

せる効果は十分にあったと思われる。パッケージ協力という枠組みがなければ、ＪＩＣＡに

おいて、専門家・協力隊員の派遣枠や集団研修・国別特設の受け入れ枠を恒常的に確保する

ことは難しかったと思われる。また、フィリピン側においても、複数の関係機関を連携させ、

カウンターパートや予算を特別に配分することは難しかったであろう。

同時に、当初明確に意図されていた地方展開の方針が徐々に変化していったことや、パッ

ケージ協力のＲ／Ｄ締結からＩＮＳＥＴシステムという全体概念や詳細計画ができ上がるま

でに約３年の期間を要したということからも、個別スキームを有機的に組み合わせることが

いかに難しかったかが分かる。

パッケージ協力のＲ／Ｄ締結後に、プロ技協のＲ／Ｄや協力隊派遣のミニッツが別個に締

結されたこと（今回の評価調査団においても、パッケージ協力以外にプロ技協と協力隊の二つ

の個別評価が行われている）を見ても、個別スキーム独自（あるいは担当事業部独自）の事情

を反映させた計画・実施・評価の方法が、スキーム間の有機的な連携を制約していたことは

否めない。

この点に関し、ＪＩＣＡ内の各部署の連携を図り、パッケージ協力を推進する担当部門の

限界を指摘してみても、あまり建設的な議論は望めないだろう。ただ、ひとついえることは、

パッケージ協力を計画するにしても、評価するにしても、ＪＩＣＡ内部の六つ以上の部署（外

部を加えると 10以上）の担当者が一堂に会さなければ方針が決定できない現行のシステムは、

決して効率的ではないということである。

現在検討されている国別アプローチや地域部構想の中で、こうした問題点に対するある程

度の改善策が見いだされるものと期待されるが、ＪＩＣＡが長年実施してきた個別スキーム

は、日本のＯＤＡの歴史的条件の中で独自の発展・形成の経路をたどってきたものであり、い

わば固有の行動基準・様式を有していることなど十分に留意するべきである。

例えば、プロ技協は、その前身であるセンター協力事業から受け継いだ伝統として、複数

の長期専門家が常駐し、カウンターパートに「技術を移転する」受け皿としての組織・期間

（Organization, Institute）の存在を想定しており、さらに、中央の組織から地方の組織への

トップダウンによる「技術の普及」という方式をとる傾向が強い。いわば、中央の核となる組

織・機関を育ててから、徐々に地方へ展開させようという行動基準・様式をもっている。
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他方、協力隊員の派遣は、もともと個々の隊員がボランティアとして応募してきたことも

あり、個人として草の根レベルでの活動を強く志向している人々を対象としている。これら

の隊員をチームとして派遣することにも特別の配慮が必要であり、パッケージ協力は、更に

個別派遣専門家やプロ技協専門家との連携を要求する。

また一方ではトップダウンの傾向が強く、他方では草の根レベルへの志向とする。この両

者を結びつける役割を担っているのが、チーフアドバイザーを含む個別派遣専門家である。

個別派遣専門家の現地に係る業務費や機材供与費は、プロ技協専門家に比べてはるかに少な

く、相手国政府機関の一つに配属されてしまうことによって、より権限や機動性に欠けてし

まう。

そのほか、研修事業は、日本の経験や現状を知らせることが多く、相手国の問題点に踏み

込むことが少ない（ただし、国別特設研修や第二国研修はこの点を改善しようとしている）。

無償資金協力は、施設や機材の維持管理を十分にできる実施体制があることを前提とするな

ど、個別スキーム特有の行動基準・様式によって、パッケージ協力は相当の制約を受けてき

たということを十分に認識すべきであり、今般、いかなる国別アプローチをとるとしても、個

別スキームの行動基準・様式には、かなりの気配りが必要である。こうした問題を解決する

ため、パッケージ協力など個別スキームを統合させた協力を行う前に、開発調査のスキーム

を用いることも一案である。一例として 1998（平成 10）年度、インドネシアの理数科教育案件

において、初めての試みとして開発調査のスキームが投入された。これが抜本的な解決策に

なるかどうかは、その成果を見なければ判断はできないが、少なくとも地方の教育現場の現

状と課題を把握したうえで、個別スキームの投入のタイミングを含めた、より詳細な協力計

画の設計が可能となるのではないだろうか。

最後に、本パッケージ協力は、個々の案件運営の改善点のみならず、我が国の、理数科教

育向上に対するより明確な援助戦略の確立が必要であることも示唆している。

繰り返しになるが、我が国並びにＪＩＣＡにとって、理数科教育を含む教育分野に対する

協力実績は、それほど多くはないことから、最適な方法が十分に蓄積されておらず、調査・研

究手法と協力計画手法が十分に開発されてはいないことが現状である。一方、他の途上国か

らは理数科教育に関する協力要請が増加しており、早急に標準的な調査・分析と協力計画手

法を確立させる必要がある。

さらに、より政策的・戦略的な問題として、In-Serviceと Pre-Service Trainingのどちら

に協力すべきか、中央と地方の訓練期間のどちらに重点を置いて協力すべきか、地方展開を

どのような順番でどこまで行うべきか、今後、増加が予想される理数科教育への協力要請に

対して、地方展開を含む豊富な経験や知識をもつ日本の専門家をいかに養成するかなど、検

討すべき課題は実に多い。こうした課題に対処する方法としては、専門家派遣母体や関係省
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庁の協力を得て、ＪＩＣＡの基礎研究や国総研の調査研究の重点テーマとして、今後も継続

的に取り上げることを検討するべきである。
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第３章　ＩＮＳＥＴシステムの評価

３－１　終了時評価の方法

異なるスキームを含んだ今回のパッケージ協力のような課題に対する評価の方法については、

現在のところ確立されていない。今回の評価は、協力途中で作成されたプロジェクト・デザイン・

マトリックス（ＰＤＭ）を基に、プロジェクト・サイクル・マネージメント（ＰＣＭ）の手法を採用

することとした。

（1）評価のデザイン

パッケージ協力開始時にはＰＤＭが作成されていなかったが、協力後半に「初中等理数科教

師の現職教員再研修システム（ＩＮＳＥＴ［In-Service Training］システム）が確立される」と

いうプロジェクト目標を基にしたＰＤＭ（表－１p.18）が策定された。今回の日本・フィリピ

ン合同評価は合同運営委員会の場で、本ＰＤＭを対象に評価を行うことで双方で合意し、計

画達成度についてはフィリピン側が、また、評価５項目については日本側が評価結果を報告

し、それらを双方が確認するという方法をとった。

日本側の評価５項目のための調査項目は表－２（p.19）のとおりである。

（2）情報収集

使用した主な情報源は以下のとおりである。

・討議議事録（Ｒ／Ｄ）、ＰＤＭ、ＩＮＳＥＴ全体計画、ＭＯＡ（Memorandam of Agreement）、

ＢＧ(Basic Guidelines)等のパッケージ協力計画文書

・日本人専門家、青年海外協力隊報告書

・フィリピン側関係機関の報告書

・日本人専門家への質問票（資料２．p.51参照）

・フィリピン側カウンターパートの質問票（資料３．p.52参照）

・日本・フィリピン双方の投入に関する記録

（3）情報の分析、結論の導出及び報告

上述の情報源から収集した情報などを表－２（p.19）の主な検討事項に沿って分析したもの

が資料４．（p.54参照）の評価結果である。本報告書は、この評価結果に基づき執筆された。

日本・フィリピン評価調査結果を基に両評価団の協議が行われ、その結果を英文のミニッツ

（資料１．p.43）に取りまとめ、署名・交換した。
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表－２　フィリピン国理数科教育向上パッケージ協力（1994.6.1－ 1999.5.31）

終了時評価調査 調査事項

■効率性

評価項目 調査結果

1. 成果の達成状況

2. 投入の妥当性

3. パッケージ協力のコン

ポーネント間での連携

■目標達成度

評価項目 調査結果

1. プロジェクト目標の達成

度

■妥当性

評価項目 調査結果

1. 上位目標の妥当性

2. プロジェクト目標の妥当

性

3. プロジェクトデザインの

妥当性

■効果

評価項目 調査結果

■自立発展性

評価項目 調査結果

1. 制度的側面

2. 財政的側面

3. 技術的側面

1.1 成果１（1）「ＩＮＳＥＴシステムのマスタープランが作成される」

成果２（1）「ＩＮＳＥＴを実施するための中央のマネジメントシステムが構築される」

1.2 成果１（1）「ＮＴＰが実施される」

成果２（1）「ＮＴＰを実施するための体制が整備される」

1.3 成果１（1）「ＲＴＰが実施される」

成果２（1）「ＲＴＰを実施するための体制が整備される」

2-1 日本側の投入は遅延なく予定どおり行われたか。

3.1 パッケージ協力のコンポーネント間（個別派遣専門家、協力隊、プロ技協、国別特設研修等）

の運営面、技術協力面での連携は適切に行われたか。

3.2 国際機関や他の政府援助機関による協力との連携はあったか。

1.1 初中等理数科教師のためのＩＮＳＥＴシステムが確立したか。

1.1.1 運営管理体制の整備状況について

1.1.2 ＮＴＰ、ＲＴＰの実施について

1 「フィリピン国の小・中学校における理数科教育の質が向上する」という上位目標は現在も

フィリピン政府の国家政策に合致しているか。

2 「初中等理数科教師のための研修システム（ＩＮＳＥＴシステム）が確立される」というプロ

ジェクト目標は、評価時においても妥当であるか。

3.1 上位目標、プロジェクト目標、成果、投入の相互関連性においてプロジェクトデザインは妥

当であるか。

3.2 ターゲットグループの選定は妥当であったか。

3.3 パッケージ協力というアプローチは妥当であったか。

プロジェクト目標以外のプラスまたはマイナスの効果

1.1 初中等理数科教育への政策的支援

1.2 ＩＮＳＥＴシステムの運営管理体制

1.3 ＤＯＳＴ、ＤＥＣＳ等の省庁、関連機関の協力は、プロジェクト終了後も得られるか。

2.1 予算見通し

2.2 機材の部品は安価で入手が容易であるか。

3.1 訓練されたＣ／Ｐはプロジェクト終了後もＩＮＳＥＴの実施にかかわるか。

3.2 訓練された教員トレーナーはエコートレーニングを実施し続けるか。

3.3 教員訓練プログラムの質が維持されるか。

3.4 施設・機材の維持管理体制は確立されたか。
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３－２　当初計画及び計画の変遷

３－２－１　当初パッケージ協力Ｒ／Ｄでの計画内容

当初、Ｒ／Ｄ（1993年３月 25日署名）では、協力の枠組み（Framework）の中で協力項目を次の

ように記載している。

（1）フレームワークの目標

「以下の諸活動を通じ、初中等理数科教師の能力向上のためのモデルアプローチを提示す

る」

1） 理数科教育政策運営

2） フィリピン大学のような中央教育機関での教授法・教材の開発・改善

3） 地方レベルでの理数科教師の研修・再研修の質の向上

4） 教育行政の改善

5） 理科教育の施設・器具の改善

6） 全国及び地方レベルでの関係諸機関の連携体制の構築

（2）Ｒ／Ｄの投入目標

Ｒ／ＤではＰＤＭの形で目標達成のための道筋を明示してはいない。日本側が投入のス

キーム、フィリピン側が関係機関・投入の連携を通じて行われるとされ、具体的な日本・

フィリピン双方の投入は以下のように記載された。

1） 日本側投入

・チーフアドバイザーの派遣（パッケージ協力の全体管理）

・プロジェクトタイプ方式技術協力（理数科教師訓練センター〔ＳＴＴＣ〕での核プロ

ジェクト／モデル地方理数科教育センター〔RegionＲＳＴＣ〕改善のための科学技術省

〔ＤＯＳＴ〕支援を含む）

・研修員受入れ（国別特設コース／集団研修／プロ技協のカウンターパート研修）

・協力隊の派遣（教材開発・ＲＳＴＣで得られる指導法の実践・教師のための能力向上・

理科教育の実施により地方教師を支援する）

・検討事項（第三国研修・モデルＲＳＴＣ建設への無償資金協力）

2） フィリピン側投入

・カウンターパート・施設・運営管理予算・研修員・研修経験者の活用
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この後、プロ技協Ｒ／Ｄ（1996年３月 11日）・協力隊チーム派遣ミニッツ（1994年 11月

24日）が署名され、各々プロジェクト目標は「ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣが初中等理数科

教員トレーナーを養成する優秀な機関となる」「３ＲＳＴＣによって実施される理数科教員

の質の向上のための活動を強化する」と定められた。

プロ技協についてはモデル RegionＲＳＴＣ改善でのＤＯＳＴ支援は明記されず、日本側

投入は中央レベルに重点的に配置されることとなった。

３－２－２　当初計画の変遷

（1）ＩＮＳＥＴシステムへのコンセプトの収斂

当初Ｒ／Ｄでは上記の計画が定められ、個々のスキームの協力は比較的順調に開始され

たものの、パッケージ協力が対象とする課題とその解決のための諸活動との関係はあいま

いなものであったため、パッケージ効果が十分に発現しているとはいえなかった。1996年

７月のパッケージ協力プロジェクト形成調査団（団長：藤村建夫当事業団企画部次長）は

「全体的な概念（何を、誰が、どこで、どのようにして、つまり、上位目標、プロジェクト

目標、成果、活動など）は十分に明確化されていなかった」とし、またフィリピン側関連機

関についても「自らイニシアチブをもって、その概念を明確化する努力が緩慢であった」と

報告している。

これに対し、二代目チーフアドバイザーが赴任した1995年 12月以降、プロジェクト目標

がより具体的なＩＮＳＥＴシステムの確立、成果が中央・地方の教員再研修運営体制の整

備と規定された。これにより教育文化スポーツ省（ＤＥＣＳ）が中心となり、各関係機関の

協力を得てパッケージ協力が行われることが明確化し、各スキームの投入・活動について

もこの枠組みの中で改めて役割を与えられることとなった。ＰＤＭ（表－１p.18）は最終的

に 1998年 11月の合同運営委員会（ＪＳＴ）で了承された。

（2）個別スキームの計画変更

1） 国別特設研修

本コース開設当初は日本側でパッケージ協力の一環としての位置づけが不明確であっ

たことと、フィリピン側の初等・中等理数科教育開発の全体構想・実施計画が存在しな

かったことにより、研修目的・内容と研修対象者とが絞りきれなかった。1993年度、1997

年度は、対象者を理数科関係者に絞りきれず、1995年度においては理数科教育の実技に

重点が移った。1996年度以降は本来の「理数科教育のための行政研修コース」として軌道

修正を図った。しかしながら研修参加者の中には、地方理数科教員再研修の関係者では

なかったり、また、資格要件を十分に満たしていない研修員が来日するケースが散見さ
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れた。

各地方における現職理数科教員の再訓練の効果的な実施が、パッケージ協力の主目的

であることが確認されてからの研修（1997年度以降）は、地方への理数科教育の普及及び

促進を目的とする観点から、現職教員研修に携わる関係者を対象に日本の現職教員研修

制度紹介などを行い、フィリピン国内でのパッケージ協力との関連性を高めた。

2） 専門家派遣

上述のパッケージ協力プロジェクト形成調査団は、短期的対応（1996年度内の実施）と

して、地方のニーズを把握し、それに沿った地方研修の進め方を念頭にＩＮＳＥＴシス

テムの具体的な実行計画（Action Plan）策定を支援する短期専門家の派遣を提案した。こ

れに対し 1997年３月から２か月間にわたり短期専門家が派遣されモデル Regionにおける

地方訓練プログラム（ＲＴＰ）及びエコートレーニングの状況調査を行った（予算的には

プロ技協の枠を利用）。

一方、同調査団は、青年海外協力隊が当初期待されていたＲＴＰ実施レベルでの活動

よりも巡回指導を中心とするスクール訓練プログラム（ＳＴＰ）レベルでの活動が望まし

いとした。これにより「協力の空白部分」であるＲＴＰレベルに対し、中期的対応（パッ

ケージ協力期間内の対応）として、地方研修レベルで地区の関係期間内の調整業務や研修

内容へのアドバイスを主要な業務とした専門家の派遣を提案した。

これを受ける形で、1997 年 11 月から８か月間と 1998 年４月から６か月間の予定で

ＤＥＣＳに短期専門家が派遣された（予算的にはプロ技協の枠を利用）。また 1998年７月

以降、３モデル地区に３名の個別専門家が派遣された。

3） 青年海外協力隊についての特記事項

協力隊チーム派遣のミニッツは、それに合わせてプロジェクト目標及び隊員の活動内

容の見直しが行われず、隊員は当初の目標に基づいて活動してきた。

ＩＮＳＥＴの導入によって、３ＲＳＴＣで実施される夏期研修及びその他の活動と、

ＩＮＳＥＴの研修である中央訓練プログラム（ＮＴＰ）・地方訓練プログラム（ＲＴＰ）は

時期的に重なり、隊員はどちらを支援するかを選択しなければならなかった。また、

ＩＮＳＥＴにかかわらない活動で、隊員の活動のほとんどを占めるＲＳＴＣでの活動に

ついては、パッケージ協力においてどのように関連し、どのように位置づけるのかは明

確にされなかったために、隊員は活動を推進するうえで苦労することになった。
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３－３　評価

３－３－１　投入及び活動実績

（1）投入実績

日本・フィリピン双方の主な投入実績は以下のとおりである。資料２．「個別専門家派遣

リスト」、同３．「研修員受入れリスト」、本報告書第Ⅱ部プロジェクト終了時評価報告書

及び協力隊チーム派遣の終了時評価報告書を参照願いたい。

1） 日本側投入（1998年 12月時点）

a） 中央管理活動（Central Management Activities）

チーフアドバイザーとして長期個別専門家を二代にわたり２名派遣した

国別特設研修に69名の研修員を受け入れた。また、個別一般研修として平成９年度

にＤＥＣＳ次官及びＤＯＳＴ（Department of Science and Technology）理科教育研

究局長を受け入れた。

b） 中央訓練プログラム活動（National Training Program Activities）

専門家は長期で延べ 15名、短期で延べ 24名の計 39名を派遣し、また、18名のカウ

ンターパートを研修のため日本に受け入れた。総額１億1351万 8000円（約 3039万 1411

ペソ）の機材供与とともに 7640万 8000円のローカルコストを負担した。

c） 地方訓練プログラム活動（Regional Training Program Activities）

長期個別専門家１名、短期個別専門家２名、青年海外協力隊隊員25名が派遣され、青

年海外協力隊のカウンターパートとして４名を研修のため受け入れた。青年海外協力

隊の機材供与などの投入額は約 749万ペソ、現地業務費などの支出が約 168万ペソで

あった。

2） フィリピン側投入

a） 中央訓練プログラム活動（National Training Program Activities）

カウンターパート及びサポートスタッフを年間 105～ 117名配置し、プロジェクトや

ＮＴＰ実施のために必要な施設を提供した。５年間に、ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣ

の通常予算として約7200万ペソ、フィリピン政府からの海外援助プロジェクトに対す

るカウンターパート資金（ＦＡＰＳ）として約 1900万ペソが拠出された。



- 25 -

b） 地方訓練プログラム活動（Regional Training Program Activities）

ＤＯＳＴはカウンターパートとして、マネージメント２名、技術スタッフ２名をプ

ロジェクトに関与させた。ＳＥＩ（Science Education Institute）、ＲＳＴＣ、

ＰＮＶＳＣＡ（Philippine National Volunteer Service Coordinating Agency）の人

件費として約 612万ペソ、維持管理費として約 21万ペソ、ＲＳＴＣ関連施設建設費と

して約400万ペソ、器具供与として約1100万ペソが拠出された。また1997年にはＲＴＰ

実施のために約 142万ペソが拠出された。

（2）活動実績

1） 中央管理活動（Central Management Activities）

特に二代目チーフアドバイザー赴任後、パッケージ協力の対象課題が明確化されるに

伴い、実施のための関係機関の取り決めや運営体制の整備のための活動が以下のとおり

進められた。

・1995年12月 第二代目チーフアドバイザー赴任

・1996年１月 ＰＤＭ（案）の作成

・1996年２月～ ＴＷＧ（Technical Working Group：関係機関の実務者レベルの

定期連絡会）開催

・1996年７月 理数科教育パッケージ協力プロジェクト形成調査団（中間評価）

・1996年10月～ 中央管理チーム（ＣＭＴ）始動

ＭＯＡ、ＢＧの署名

・1997年９月 合同調整委員会（ＪＣＣ）ＩＮＳＥＴ全体計画の発表

・1998年11月 合同運営委員会（ＪＳＣ）上記ＰＤＭによる評価についての承認

関係機関の調整に関する活動としては、1996年にフィリピン側関係機関の責任分担を

明示するＭＯＡ、ＲＴＰの実施手順を明示するＢＧが署名された。

一方、ＣＭＴはＲＴＰ実施に係る関係機関の調整のため、1996年のＤＥＣＳの省令で

ＤＥＣＳ内に兼任職として設置が定められ、主に以下の活動を行った。

①ＩＮＳＥＴ全体計画の策定

②ＩＮＳＥＴ全体計画の理解促進のための３モデル地区でＲＭＴ・ＤＭＴ・ＲＳＴＣ

を対象としたオリエンテーションの開催（1998年２月、３月）

③ＴＷＧの準備・実施

④ＲＴＰモニタリングの計画・実施（1998年４月、５月）、ＲＭＴ（Regional Management

Team）への提言書の作成

以上中央レベルの運営体制の活動に対しては、チーフアドバイザー及び短期専門家の
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助言のほか、国別特設研修・個別一般研修によりサポートされた。

2） 理数科教師訓練センタープロジェクト（ＳＭＥＭＤＰ）の活動

プロ技協「理数科教師訓練センタープロジェクト」により以下の活動が行われた（詳細

は第Ⅱ部プロジェクト終了時評価報告書参照）。

a） 簡易実験器具（68種）や、ＮＴＰで使用する実験活動シート・教員用実験ガイド（539

種）の開発

b） 全国研修のためのカリキュラム・指導法・教材等の開発

c） ＮＴＰの実施（４年間で４科目計 16コース、参加者総数 929名）

d） ＮＴＰで訓練された教員トレーナーなどのＲＴＰ実施のための技術支援

・Follow-through活動（1996～ 1998年）

全地区対象にＮＴＰ受講者を含む 2000名強のＲＴＰモニタリング

・ＮＴＰ受講者のためのセミナーワークショップ（1995～ 1998年）

ＲＴＰ実施・企画の準備支援。（536名が参加）

3） 地方訓練プログラム（ＲＴＰ）

a） ３モデル地域でのＲＴＰの実施（1996～ 1998年）

８教科につき延べ 1112名が参加（表－３参照 p.26）

b） school clusterでの教師の訓練（1996年～）

1999年までにモデル地域以外も含め１万名が参加予定

c） 実践的訓練方法（ＰＷＡ）の適応セミナーの開催

1998年 12月ダバオで紹介セミナー実施。1999年２月に本セミナー開催予定。

d） 協力隊員によるＲＴＰ実施支援活動

協力隊員は、ＮＴＰへのオブザーバー参加の他、ＲＳＴＣ独自の活動と並行して

ＲＴＰ及びＤＴＰへの支援活動を行った（詳細は協力隊チーム派遣報告書を参照）。

・ビコール大学地方理数科教育センター（ＢＵ－ＲＳＴＣ）

ＮＴＰへオブザーバーとして参加し、ＮＴＰで研修された内容を参考に、ＲＴＰ

の開催の準備及び教材作成など、リーダートレーナーの支援を行った。

・ウエストビサヤ大学地方理数科教育センター（ＷＶＳＵ－ＲＳＴＣ）

ＮＴＰへの参加、若しくは参観し、ＲＴＰの開催・実施について、準備段階から

深くかかわって、事前準備会などの開催から協力し、ＲＴＰ研修会当日ではアシス

タントとして協力した。

・アテネオ・デ・ダバオ大学地方理数科教育センター（ＡＤＤＵ－ＲＳＴＣ）
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所長の理解を得て、ＩＮＳＥＴ関連の活動を比較的順調に推進した。ＮＴＰにオ

ブザーバー参加したほか、事前会議の実施（1997年に５回、1998年に３回）、ＲＴＰ

トレーナー準備のための学校訪問、デリバリースキル・トレーニング技術指導会の

開催、ＲＴＰ当日の指導補助を行った。

表－３　ＲＴＰ実施状況

参加者数

初等理科 初等算数 中等生物 中等地学 合計

1996年

Region V 第１回 25 28 0 0 132

第２回 0 0 42 37

Region VI 第１回 25 25 20 19 174

第２回 28 28 14 15

Region XI 第１回 0 0 28 28 124

第２回 35 33 0 0

1997年

Region V 第１回 26 27 0 0 100

第２回 0 0 25 22

Region VI 第１回 13 10 12 13 110

第２回 17 19 13 13

Region XI 第１回 0 0 31 35 130

第２回 35 29 0 0

1998年

Region V 30 32 29 30 121

Region VI 22 24 18 18 82

Region XI 40 40 32 27 139

合計 296 295 264 257 1112

（村山専門家作成）

３－３－２　評価５項目による評価

（1）効率性

本プロジェクトでは、日本側の投入、特にフィリピン大学理数科教師訓練センター（ＵＰ－

ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣ）に対する投入は成果の獲得に非常に貢献した。個別の成果について、
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効率性の分析は以下のとおりである。

1） 成果の達成状況

a） ＩＮＳＥＴシステム全体の計画・運営体制について

成果１（1） 「ＩＮＳＥＴシステムのマスタープランが作成される」

成果２（1） 「ＩＮＳＥＴを実施するための中央のマネジメントシステムが構築

される」

① マスタープラン

活動実績で触れたように、1996年にフィリピン側関係機関の責任分担を明示する

ＭＯＡ、ＲＴＰの実施手順を明示するＢＧが署名された。1997年９月にはＩＮＳＥＴ

全体計画の発表がＪＣＣの場で行われた。ＭＯＡ、ＢＧ、全体計画は1998年２月と

３月にモデル地域のＲＭＴ、ＤＭＴ、ＲＳＴＣに説明されるなど、マスタープラン

として認知されつつある。

なお、1996年１月に作成されたＰＤＭ（表－１ p.18）は、1998年 11月のＪＳＣで

終了時評価での利用を承認されたことで、最終的に承認されたものと考えられる。

② ＣＭＴ

日本人専門家からは、中央管理システムとしてのＣＭＴを設立したこと自体が、

ＩＮＳＥＴシステムの実施運営を組織的に行うことに貢献したとのコメントがあっ

た。1996年９月の設立から２年半経過し、パッケージ協力以外も含めた教員研修制

度の一覧表を作成し始めるなど、徐々に主体的な取り組みも現れており、今後

ＩＮＳＥＴシステムの要として躍進が期待される。専任のスタッフ及び独自の財源

が確保できないことが活動を広げていくうえで制約要因になりうるとの認識から、

本終了時評価調査団とフィリピン側が取り交わしたミニッツにも、日本側からの要

請としてＣＭＴの専任スタッフの配置が盛り込まれた。

③ 関連機関の連絡調整

ＪＳＣにおいてＭＯＡ、ＢＧを関係機関の間で取り交わしたことは、ＩＮＳＥＴ

システムの枠組み、方針及び各機関の役割を明確にしたという意味において非常に

有効であった。

ＤＥＣＳはＲＴＰの開催、資金提供、開催に要する人材、機材等の確保、モニタ

リング・評価を担当することが取り決められたが、地方管理チーム（ＲＭＴ）を中心

におおむね適切に行われた。しかし資金提供については、財源に限りがあり、参加

費で補うなどの措置が取られた。また、訓練で使われる機材や教材などを資金不足
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のため十分に整備できない例なども見られた。

ＲＳＴＣがＲＴＰに対する技術支援や訓練施設の提供等を行い、地域差はあれ、

ＤＥＣＳとの協力関係はおおむね良好であった。ＤＯＳＴもＲＴＰに対する資金提

供を行うことが期待されたが、1997年に一部教員の参加費という形で資金を提供す

るにとどまった。

高等教育委員会（ＣＨＥＤ）もＪＳＣのメンバーであるが、初中等理数科教育にあ

まり関与していない機関であり、職員をＲＴＰの教員トレーナーとして提供した他

は、ＩＮＳＥＴシステムについての関与の程度は少なかった。

ＵＰ－ＩＳＭＥＤについては後述する

b） ＮＴＰの運営体制

成果１（1） 「ＮＴＰが実施される」（→活動実績 P.24～ 25参照）

成果２（1） 「ＮＴＰを実施するための体制が整備される」

ＵＰ－ＩＳＭＥＤはプロ技協の主要な活動であるＮＴＰの実施と、ＮＴＰで訓練さ

れた教員トレーナーへの技術支援、ＲＴＰのモニタリングを担当することがＭＯＡで

決められた。プロ技協の当初計画にあったＮＴＰの実施に係る活動にＲＴＰモニタリ

ングが追加された形である。プロ技協のプロジェクト目標「ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－

ＳＴＴＣが初中等理数科教員トレーナーの優秀な養成機関となる」は十分に達成され、

カウンターパートはＮＴＰを有効に使う能力が身についた。ＮＴＰの参加者による評

価（質問票回答）は５段階評価平均で 4.3と高く、また、参加者に対して行われた事前

テストと事後テストの結果を比較すると、すべての科目で参加者の平均得点が向上し

ている。ただし、ＲＴＰのモニタリング及び技術支援に関しては、資金や人材の不足

で広範囲な活動は行えなかった。

c） ＲＴＰの運営体制

成果１（1） 「ＲＴＰが実施される」（→活動実績 P.24～ 25参照）

成果２（1） 「ＲＴＰを実施するための体制が整備される」

① ＲＭＴ

各リージョンのＤＥＣＳ内に設立されたＲＭＴは、以前から非公式には行われて

いた部署間の連携を組織立てたという点において、有意義であると同時に、各

ＤＥＣＳに抵抗なく受け入れられている。ここでも、メンバーが兼任であることに
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よる時間的制約が、ＲＭＴの質量両面での向上を阻害しないよう、注意が必要であ

る。

② モデル３地域でのＲＴＰ及びエコトレーニングの質の向上

ＲＴＰは３モデル地域で1996年から 1998年の３年間にそれぞれ350コース以上行

われており、ＰＷＡを地域に紹介することに多大な貢献をした。ＲＴＰの参加者に

対する質問票の回答では、５段階評価平均で 4.3で、参加者がＲＴＰの内容におお

むね満足したことがうかがえる。ただし、ＮＴＰよりも短い日数でほとんど同じ内

容を盛り込み、地域の参加者に合わせたプログラムを組めなかったことなどから、

消化不良気味だとの意見も出されている。

また、ＮＴＰ、ＲＴＰのカリキュラムや教材は「教員トレーナー」を対象として開

発されているにもかかわらず、「教員」を対象とするエコトレーニングや学校でその

まま使われ、混乱を招いている例が散見される。実践的訓練方法（ＰＷＡ）の手法、

技術を「紹介」するだけでなく、今後は地域や学校の状況や対象者に合わせて「適用」

し、それを「普及」させる努力が求められる。ＲＴＰの実施は各地域のＤＥＣＳ、

ＲＳＴＣなどに任されており、パッケージ協力期間中には、ＲＴＰのクオリティコ

ントロールはあまりされていなかった。

1997年よりモデル地域のＤＥＣＳに個別派遣専門家が置かれるようになり、今後

ＲＴＰ以下のエコトレーニングの更なる質の向上への支援が期待される。

2） 投入の妥当性

投入の時期及び量はおおむね妥当であった。フィリピン側はＩＮＳＥＴシステムの要で

あるＮＴＰを始めとする中央での活動に集中し、ＲＴＰなど地方の活動は相対的に投入が

小さく、フィリピン側の自助努力によるところが大きかったと考えているが、ＩＮＳＥＴ

への課題の明確化に伴い Institution Buildingを中央から地方に展開するというアプ

ローチを採用したため、本研修期間ではやむを得ないことと思われる。

ＮＴＰ実施を主要な活動にしていたプロ技協に対する日本側の投入は、十分かつ適切

であったと共に、フィリピン側もマッチングファンドを拠出し、年平均 100名以上のカ

ウンターパートを配置するなど、十分な投入を行った。個別派遣専門家の配置は適切で

あったが、モデル３地域への専門家の派遣が早期に行われていれば、ＲＴＰレベルでの

プロジェクトの成果がより効率的に現れたものと思われる。国別特別研修は、参加者及

び日本人専門家への質問票の回答においても高く評価されている。

しかし、パッケージ協力の課題の明確化と研修の目的及び対象者の絞り込みが、より

早い時期になされていれば、研修の効果がプロジェクトにより効率的に反映されたであ
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ろう。また、ＲＳＴＣに配属された協力隊のボトムアップの熱心な活動は、非常に高い

評価を受けている。ＩＮＳＥＴシステムの中での協力隊の位置づけが明確になれば、協

力隊の投入がより効率的に生かされたものと思われる。

プロ技協及びＪＯＣＶ以外の部分でのフィリピン側の投入は、カウンターパートの配

置と、ＣＭＴ・ＲＭＴの活動費、ＲＴＰの開催に係る費用負担であった。カウンターパー

トは熱心に活動に取り組んだが、人数が不足していたこと、ＣＭＴ、ＲＭＴともに専従

スタッフではなかったことによる制約があった。なお、フィリピン側が拠出した資金は、

財源が多岐にわたるため一部算出が困難となっている。

（2）目標達成度

「初中等理数科教師のためのＩＮＳＥＴシステムが確立する」というプロジェクト目標

は、ＮＴＰ・ＲＴＰを実施するための運営管理の組織化及びＮＴＰ→ＲＴＰ（特に３モデル

地域において）を実施し、ＰＷＡを「紹介する」という観点からは、かなり達成された。特

にＮＴＰの実施に関しては、参加者の人選や訓練プログラムの難易度など、再検討を要す

る点もありながら、十分な成果を収めた。今後は、ＲＴＰの実施体制と質の向上、ＮＴＰ→

ＲＴＰ→ Division研修（ＤＴＰ）という中央レベルから地方レベルへの伝達の過程の円滑化

を図ること、ＰＷＡ手法の単なる伝達ではなく、レベルにあった「適用」・「普及」を図るこ

とで、更なる効果を生むものと思われる。

なお、今後の展開を考えるうえで、「Institution Buildingを行いＩＮＳＥＴシステムを

確立する」という目標の具体的な内容を再確認することも重要であろう。ＩＮＳＥＴシステ

ムとは、他の理数科の教員再訓練（In-Service Training）制度との関係でどの範囲を指す

のか、Institution Buildingとは具体的にどういうことか、といった点について確認する

ことにより、目標がより明確になるものと思われる。

（3）効果

本調査団が滞在中の 1998年 12月にモデル地域の一つである Region XI（ダバオ市アテネ

ダバオ大学）でＲＴＰで紹介されたＰＷＡ実施のための教材・器具を地域の状況に合わせて

「適用」する方策を探るためのセミナーワークショップが、教員トレーナー・地方行政官の

参加を得て開催された。ここでの経験に基づき、1999年には規模を拡大して「適用」のため

のワークショップを開催する予定である。まだ緒に就いたばかりではあるが、「紹介」から

「適用」への活動が行われるようになったことは、大きな進歩といえる。

ＩＮＳＥＴシステムはフィリピン政府の強い支援を受けており、今後、理数科教育の向

上に貢献する可能性が大きい。約１万名が全国のＲＴＰに参加し、理数科教育における



- 32 -

ＰＷＡに触れる機会を持ったことは、教師の自信につながるだけでなく、体験型の授業に

より、生徒の教科に対する関心が向上することになるであろう。

（4）妥当性

1） 上位目標の妥当性

初中等理数科教育の質の向上は、フィリピン政府の国家政策の重点分野の一つである。

1995年の第３回国際理数科研究（The Third International Mathematics and Science

Studies）では 41の参加国の中でフィリピンの学生の得点が理科 37位、数学 38位と非常

に低かった。これを受けて、1997年にフィリピン政府は、理数科教育向上のための緊急

イニシアチブを発令している。「フィリピンの上位目標は、評価調査が行われた時点でも

国家政策の方向性とは相違がなく、妥当といえる。

2） プロジェクト目標の妥当性

上述の緊急イニシアチブでは、フィリピンの小中学校の生徒における理数科の達成度

が低いことの原因として、第一にフィリピン人理数科教師の基礎的な知識及び学力不足

があげられており、理数科教員トレーナー養成も課題となっている。現在、ＤＯＳＴを

中心とし、この緊急イニシアチブの一環として Project RISE（Rescue Initiative for

Science Education：無資格の初中等理数科教員の再訓練）が実施されており、教員再訓

練への政府の関心の高さがうかがわれる。したがって、「初中等理数科教師のための研修

システム（ＩＮＳＥＴシステム）が確立される」というプロジェクト目標は、評価調査の

時点でも国家政策に照らして妥当であると思われる。

3） プロジェクトデザインの妥当性

既に目標達成度の項でも触れたが、ＩＮＳＥＴシステム、Institution Buildingの定

義が明確でなく、関係者の中で認識にずれがある。今後、協力を継続する場合には、日

本・フィリピン関係者が認識を共有できる目標を定める必要がある。

（特に日本側の問題として）当初Ｒ／Ｄの「初中等理数科教師の能力向上」から「ＩＮＳＥＴ

システムのInstitution Building」に目標の焦点を絞ったために、Ｒ／Ｄ目標には入るが

ＩＮＳＥＴシステム確立とは直接の関連がない活動（ＪＯＣＶによる教員養成－ＰＲＥＳＥＴ

［Pre-Service Training］や無資格教員再研修 Project-RISEへの支援、無償資金供与校へ

の機材使用法講習など）が整理しきれていない。



- 33 -

（5）自立発展性

1） 制度的側面

a） 初中等理数科教育への継続的政策支援

妥当性の項でも触れたとおり、政府の理数科教育向上についての緊急性の認識は強

く、当分の間、政策的支援は続くものと思われる。

b） ＩＮＳＥＴシステムの運営管理体制の継続性

既述のとおりＣＭＴが他国の協力も含め、教員研修制度のインベントリを作成する

動きがあり、自立発展性の萌芽が見られる。ただし、ＣＭＴのメンバーは兼任スタッ

フでありＩＮＳＥＴに割ける時間に制約があること、ＣＭＴの活動のための独自予算

がないことなどが、今後のＣＭＴの活動展開上の懸念材料となっている。ＣＭＴメン

バーからパッケージ協力が終了した時点でＣＭＴは解散するとの発言があり、日本側

の動きに併せて注意する必要がある。

ＲＭＴも兼任スタッフではあるが、当パッケージ協力が開始される以前からＤＥＣＳ

内で非公式に行われていた連携を組織化したという点で、各リージョンのＤＥＣＳに

自然に定着しており、今後の活動の継続に問題はないと思われる。

c） 関連機関の連携の継続性

ＪＳＣ・ＲＳＣ・ＭＯＡ・ＢＧなどにより、関連機関の連携が図られてきたが、現在

のＤＥＣＳ主導のＩＮＳＥＴシステム構築への取り組みに対しては、まだ若干ＣＨＥＤ

やＤＯＳＴとの間に温度差が感じられる。ＩＮＳＥＴの方向性やＲＴＰ実施について、

一層認識を共有していく必要がある。

2） 財政的側面

a） ＩＮＳＥＴシステム運営管理のための資金

上述のとおり、ＣＭＴ・ＲＭＴには独自の予算がなく、ＩＮＳＥＴシステムの運営

管理のための活動を拡大しようとする場合に、検討すべき点である。

b） ＮＴＰ実施のための資金

ＮＴＰ実施機関であるＵＰ－ＩＳＭＥＤは、１億ペソの基本財産を持つ国立研究所

（National Institute）の法的ステイタスを得るため、現在国会に法案を提出中で、そ

のほかにも５年間のプロ技協の成果に基づき、トレーニングプログラムを継続するた

めにＤＥＣＳ・ＤＯＳＴなどに助成申請をする予定である。プロ技協で得られた成果
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が失われず、継続して活かされるために、これらの資金獲得が非常に重要である。

c） ＲＴＰ実施のための資金

ＤＥＣＳから各地域の学校に配分された教員訓練用の予算は十分ではなく、教員自

身が訓練参加費やその他の経費を負担している場合も少なくない。ＤＯＳＴは1997年

には参加者への奨学金という形で一部ＲＴＰ資金を負担したが、1998年には支出して

いない。また、ＲＴＰ以外にも教員訓練プログラムがあるため、限られた予算の中で

ＲＴＰへの配分が大幅に拡大する可能性は低い。ＲＴＰに対する各地域での評価が向

上することになれば、予算的配慮もされやすくなるものと思われる。

d） 機材の継続的入手可能性

ＵＰ－ＩＳＭＥＤに供与された機材の入手ルートは確保されているが、資金が確保

できるかどうかは未だ確認されていない。

ＰＷＡの訓練を行ううえで、実験器具は不可欠であるが、リージョンレベルでは現状

でも十分に整備されているとは言い難い状況で、地元で安価に入手、維持・管理できる

機材の確保は重大な課題であろう。この点は、「紹介」されたＰＷＡを地域に「適用」さ

せるための簡易実験器具の開発などによって、今後、対処していくことが求められる。

3） 技術的側面

a） 移転された技術の定着可能性

プロ技協に関しては、プロジェクト開始時から現在までのカウンターパートの定着

率が高く、今後も定着の可能性は高いと判断される。また、協力期間終了後、より現

場の教員に適した教材及び訓練プログラムの開発を計画しており、プロ技協の成果が

持続し、更に高められることが期待される。

ＮＴＰ・ＲＴＰで訓練された教員トレーナーの多くは、訓練参加後１年以内にト

レーナーとして訓練を実施している。しかし、トレーナーの多くは教職にあり、日常

の業務に追われていること、予算不足のためトレーナー自身が教材などの費用を負担

するケースもあることなどから、継続的に訓練を実施するのは容易ではない。トレー

ナーが継続的にかかわり続けるために、何らかのインセンティブを与えることも検討

の余地がある。また、これまではＵＰ－ＩＳＭＥＤやＣＭＴの人的、資金的キャパシ

ティの問題で、ＲＭＴ以下の訓練の質の管理が十分なされていなかった。今後、活動

を継続し、波及効果をもたらすために、モニタリングシステムを確立することが重要

である。
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（6）成果・目標達成の阻害要因

1） ＣＭＴ・ＲＭＴのメンバーはＤＥＣＳ内の複数の部署から参加しているが、本来業務

を抱えており、ＣＭＴ・ＲＭＴとしての業務に割ける時間に限りがある。そのため、

ＩＮＳＥＴシステムの運営管理に係る活動をこれ以上に拡大させることは、現在の人員

配置では困難と見られる。

2） ＣＭＴ・ＲＭＴには独自予算がなく、メンバーの所属部署の予算からそれぞれ支出し

ている状態である。ＣＭＴがモニタリングを行った際にも出張費が部署から支出されず

出張できなかったメンバーがいるなど、予算不足と財政面での自立性が確保されていな

いことにより、活動が制約される面がある。

3） ＲＴＰ準備・実施に係る費用はＤＥＣＳ・ＤＯＳＴが支出することがＭＯＡで合意さ

れているが、ＤＯＳＴは 1998年には拠出していない。ＤＥＣＳの教員再訓練用の予算も

不足がちであり、トレーナーや参加者が費用を負担しているケースも多い。ＮＴＰで訓

練された教員トレーナーを活用し、ＰＷＡを普及させるためにＲＴＰの予算確保は非常

に重要であり、予算不足により訓練の実施が阻害されることは、成果獲得の大きな阻害

要因となり得る。

4） フィリピン国の理数科分野での活動を取り仕切っているＤＯＳＴと初中等教育全般を

統括するＤＥＣＳ、プロ技協力対象で教員訓練の実績があるＵＰ－ＩＳＭＥＤなど、

ＩＮＳＥＴシステムに異なる立場で係る複数の機関のコミットメントの度合いや認識の

違いを調整し、連携を図ることは容易でなく、そのことが活動の円滑な実施を阻害する

可能性がある。

5） ＮＴＰでの訓練内容がＲＴＰ・エコトレーニングへと伝達される過程で、予算不足に

よる訓練日数の短縮や教材不足、トレーナーの質といった問題からトレーニング内容が

正しく伝達されないことがある。

6） 中央で開発したＰＷＡの手法をそのまま地方にもち込んだとしても、難度が高すぎる、

実験器具などがない、時間がかかり過ぎるなどの理由で活用できない。そのため、状況

にあった簡易化・単純化といった「適用」の過程が必要である。
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第４章　残り期間の活動内容の検討

（1）個別専門家

1998年 12月にチーフアドバイザーが帰国するので、当面、次の専門家が派遣されるまでは事

務所とモデル Regionの短期専門家で各種調整と中央管理チーム（ＣＭＴ）支援をフォローする。

地方個別専門家については、アクションプラン策定支援やプラクティカルワークアプローチ

（Practical Work Approach）指導などの業務を継続するが、ダバオで開始した Introduction（導

入）から Adaptation（適応）フェーズへ新展開を推進する。

（2）研修

異動後の教育文化スポーツ省（ＤＥＣＳ）次官補について、平成11年２月に個別一般の研修を

予定している。パッケージ協力の当初期間終了年度に当たる平成 11年度については、国別特設

研修の実施予定はない（平成 12年度以降は未定）。

（3）プロ技協

Practical Work教材の更なる開発を進める（詳細は第Ⅱ部プロ技協報告書 参照）。

（4）協力隊

学校レベルへの展開で合意をした（詳細は協力隊報告書を参照）。
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第５章　パッケージ協力終了後の将来展望の検討

５－１　ＩＮＳＥＴシステムの展望

５－１－１　フィリピン側の将来計画

1998年 12月 11日の合同運営委員会（ＪＳＣ）において、フィリピン側から終了時評価調査団

に対し、次の将来計画の発表があった。

（1）実践的訓練方法（ＰＷＡ）の Adaptationや Extensionの促進

（2）他ドナーによる教育再研修プログラムの整理

（3）他プログラム（ＰＡＳＭＥＰ、ＮＳＴＩＣ、ＥＦＩＰなど）で研修を受けた理数科教師の

活用

（4）Region、Divisionレベルでの教員再研修システムの確立（下の両案併記）

1） 地方理数科教育センターの設立

2） 現ＲＥＬＣへの理数科教育センター機能整備

５－１－２　日本側への要望

上記の将来計画に基づいて、パッケージ協力の延長と以下の日本側投入の要望があった。

（1）無償資金協力・プロジェクト方式技術協力

地方理数科教育センターの確立／実験器具や教材の供与／制作

（2）協力隊派遣

協力隊チーム派遣の終了時評価調査ミニッツでは、学校レベルの活動に重点を置くこと

を提言としてあげている。具体的には、器具の使い方や指導教材の改良を支援するなど、地

方研修（ＲＴＰ）／ディビジョン研修（ＤＴＰ）参加予定者に使用機材を使って準備を行わせ

ることを想定している。

また、フィリピン側内部では未調整であったが、ＪＳＣの場で、協力隊の活動のモデル

地域以外への拡大、ＲＳＴＣの能力向上のための、日本人専門家と協力隊の支援が必要と

の発言があった。

（3）個別専門家派遣

教育文化スポーツ省（ＤＥＣＳ）、中央管理チーム（ＣＭＴ）リーダーから中央個別専門家
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に対して以下の支援要請があった。

・マネジメント支援

・教科（理科、数学）についての専門的知見

・教師の経験に基づく教授法のアドバイス

（4）研修員受入れ

ＣＭＴ、地方管理チーム（ＲＭＴ）のメンバーからは、日本の教育行政・教員研修制度を

知ることも役に立ったが、日本の理数科教育におけるＰＷＡとはどのようなものかを更に

知りたいとの声があった。

５－２　調査団見解

５－２－１　フィリピン側への指摘事項

調査団は、上記の将来計画・要望を日本側関係機関へ伝えること、より詳細な将来計画をフィ

リピン側で検討してほしいことを伝えた。なお調査団からはＩＮＳＥＴシステム確立のために

必要と思われる事項として以下の指摘を行った。

（1）ＲＴＰ実施のための詳細計画の作成（予算・人員・機材・施設・期間・参加者など）

（2）ＣＭＴの存続（メンバーの専任スタッフ化）

（3）Regionレベルでの関係機関の連携協調

（4）ＤＥＣＳ、科学技術省（ＤＯＳＴ）から他の関係機関（ＩＳＭＥＤを念頭においている）へ

の財政支援

（5）ＲＴＰを実施するための地方理数科教育センター（ＲＳＴＣ）の役割及びＲＴＰ支援のた

めの協力隊の役割・活動の明確化

５－２－２　パッケージ協力の今後についての見解

（1）パッケージ協力の延長（約２年間）

ＩＮＳＥＴシステムは中央レベルでは確立されつつあるが、地方レベルでのシステム確

立に課題が残されている。また研修の質は Adaptation（適応）に入ったばかりの段階である。

したがって２年間程度をめどに延長期間を設け、これまでの枠組みの中で地方レベルへの

支援を行う一方で、本格的な地方展開をどうするべきなのかフィリピン側とともに検討し、

さらにプロジェクト・デザイン・マトリックス（ＰＤＭ）のような形に整理をするなど、関

係者で認識を共有すべきである。
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1） 対象課題のあり方

今回の評価調査では「パッケージ協力が終了の場合はＤＥＣＳ内のＣＭＴも消滅す

る」、「ＲＴＰはＤＥＣＳのプログラムであり、ＤＯＳＴはＤＥＣＳから求められれば協

力するというスタンスである」などの主旨の発言がなされた。

今後、地方展開を進めていくにあたり、ＩＮＳＥＴの概念をどの範囲で定めるのか、こ

れまでのＤＥＣＳを中心とする運営体制を維持していくのかどうかについて、フィリピ

ン側で再確認し、必要に応じて抜本的な議論を行う余地がある。

2） 地方研修計画の策定

地方レベルで行われているＩＮＳＥＴ以外の様々な教員研修制度と整理・調整したう

えでの、より詳細な地方研修計画（予算・人員・機材・施設・期間・参加者など）が必要

である。作成にあたっては、以下の点にも留意する必要がある。

3） 投入の対象

フィリピン側が求める学校に近い現場レベルまで成果を普及させるには相当量の投入

が必要になる。あらかじめどの範囲を対象とするのかを限定しておかなければならない。

・モデル Regionの限定

・集中投入のレベル（Regionよりも特定のDivisionや Cluster、Schoolにした方がよいか）

・他のドナー協力との整理・調整

4） 地方理数科教育センター

さらに、今回フィリピン側から要望のあった地方理数科教育センターの機能・施設

（ＲＳＴＣの位置づけの整理を含む）の検討の余地があると思われる。

（2）延長期間に想定される日本側投入

・チーフアドバイザー（次段階計画策定支援、地方適用・普及の促進）

・３モデルRegion個別専門家（地方における現状把握、地方研修計画の策定・実施促進、

ＰＷＡのアドバイス）

・協力隊派遣（ＩＮＳＥＴ関連では、地方研修受講者の事前研修、学校巡回指導により協

力隊員が媒介となったＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣ開発教材の適応・促進・ＰＷＡ促

進、学校レベルの現状把握）

・研修（必要に応じて）

・無償資金協力（ただし、第５次ではⅠ及び IX Regionが対象）





資　　　料

１．ミニッツ

２．個別派遣専門家リスト

３．研修員受入れリスト

４．パッケージ協力の経緯
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４．パッケージ協力の経緯

（1）パッケージ協力の実施計画

１－１　当初計画の策定経緯の確認

１－２　当初計画の妥当性の分析

１－２－１　スキーム間の連携について

１－２－２　連携を制約した要因

１－３　当初計画の変更経緯の把握

１－４　当初計画変更の妥当性の分析

１－４－１　スキーム間の連携について

１－４－２　連携を制作した要因

（2）パッケージ協力の実施体制

２－１　日本側の実施体制の確認

２－２　フィリピン側の実施体制の確認
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（1）パッケージ協力の実施計画

１－１　当初計画の策定経緯の確認

1） パッケージ協力関連調査団派遣の経緯

・理数科教師訓練センター基礎調査団（92年１月）

総括：山極　隆　文部省初等中等教育局主任視学官

・理数科教育プロジェクト形成調査団（92年９月）

団長：宮本守也　国際協力事業団技術参与

・理数科教育パッケージ協力Ｒ／Ｄ署名（93年３月）

・理数科教師訓練センタープロジェクト事前調査団（93年４月）

総括：山極隆文　部省初等中等教育局主任視学官

・理数科教師訓練センタープロジェクトＲ／Ｄ署名（94年３月）

・青年海外協力隊チーム派遺ミニッツ署名（94年 11月）

・パッケージ協力プロジェクト形成調査団（96年７月）

団長：藤村建夫　国際協力事業団企画部次長

・理数科教師訓練センター・パッケージ協力終了時評価調査団（98年 12月）

・青年海外協力隊チーム派遣終了時評価調査団（98年 12月）

（注）1991年８月から 1993年８月にかけて、日浦賢一氏（理数科教師訓練センターのチーフ

アドバイザーが個別専門家として派遣されていた。

理数科教師訓練センター基礎調査団が派遣されていた当時（1992年１月）、フィリピンは「中期

公共投資計画（1990～ 1994年）」においてあげる主要課題の一つである「地方の開発」の一環として

地方における理数科教師訓練施設の整備を計画していた。我が国の協力によって、完成した「理数

科教師訓練センター」を中心とした全国的なネットワークが形成されることにより、フィリピンの

地方に及ぶ効果的な理数科教師訓練が、実施し得ると基礎調査団は考えていた。我が国は当時、継

続して同センターに個別専門家を派遣し、よりレベルの高い訓練スタッフの育成に努めていたが、

協力効果をより高めるためには、プロジェクト方式技術協力が最も有効な手段の一つであるとい

う認識に基づき、さらにその必要性・可能性について調査することとなった。

基礎調査団はフィリピン側カウンターパートに対して理数科教育に関する ProblemTreeと Object

Treeの作成を依頼していた。これによると、フィリピンの初等・中等教育分野における主な問題

点としては、

①教員の質の低さ、②教材の未整備、③実験機会の不足などがあげられているが、これらは解

決し得るテーマとしてはあまりにも大きすぎるため、完成された全体の絵のなかでプロジェクト

方式技術協力のスキームで実現可能な範囲を絞り込んでいく作業が要求される。これについては、
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「フィリピン小・中学校理数科教育改善パッケージ協力」の可能性を探るために別途派遣されたプ

ロジェクト形成調査団に任されることになった。

1992 年９月に派遣された理数科教育プロジェクト形成調査団は、フィリピンの理数科教育の

当時の状況を分析した上で我が国の協力が可能な分野を以下のとおりとした。

1） 教育行政の強化・改善

2） 理数科教員の資質向上（ＳＴＴＣの拡充・地方における教員の再教育の強化、教員養成の改

善）

3） 教材開発の促進（教材研究の充実、ローコスト教材開発の促進）

4） カリキュラム開発の促進

5） 教材整備・機材保守管理の改善

上記で提言された協力は、それぞれが個別のスキームとして実施されたので、限られた協力効

果しかもたらさず、フィリピンの小・中学校における、理数科教育の水準を向上させるためには、

a）問題を包括的に整理し、b）個々のスキームの役割と期待される効果を全体計画の中から明確に

する。c）十分な連携が取られる形にして、協力を実施し、成果を最大限に引き出す必要がある。

このような認識に基づき調査団はパッケージ協力構想を提言した（理数科教育プロジェクト形式

報告書 p.60）。

パッケージ協力について調査団は以下のように定義している。

・「パッケージ協力」は、より効果的な協力を計画したり実施するために、ＪＩＣＡの各種の協

力形態を連携してプログラム・アプローチを実行するための概念である。

・「パッケージ協力」は、ＪＩＣＡの実施する個々の協力案件がフィリピンの当該セクターでの

国家開発計画上どのように位置づけられ、どのような役割を与えられ、どのような効果を期待さ

れているのかを明確にしたうえで、協力を具体化するための手段である。

・「パッケージ協力」は、当該サブ・セクター又はセクターの特定の課題に対して、包括的に解

決を試みるための複数の活動プログラム又は、開発計画の組み合わせによる協力である。

・「パッケージ協力」は、フィリピンと日本の協力により行う開発計画の範囲を明示するものだ

が、提示されるすべての活動が共同プロジェクトである必要はない。

ＪＩＣＡは、パッケージ内の核となる複数のプロジェクトに対し、予算や専門家、さらに研修

の受け入れ先などが存在する場合に協力する。ＪＩＣＡの協力がなされてないプログラムについ

ては、パッケージの範囲にあるがフィリピン側独自で、あるいは他のドナーの援助を得て実現し

なければならない。

・本件での「パッケージ協力」構想は、ＪＩＣＡの協力案件複数を核としたプログラムの組み合
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わせにより、包括的にフィリピンの初・中等学校における理数科教育の水準向上を図ろうとする

ものであり、ひいてはフィリピンの将来を担う、若い世代が高度の技術系の教育を受けることを

可能にし、国家の産業開発や経済開発に貢献する人材の育成に資するものである。」（理数科教育プ

ロジェクト形式報告書 p.60～ 61）。

パッケージ協力構想に基づき、理数科教育分野におけるパッケージ協力の主目標を調査団は、

以下のようにするよう提言している。

最終目標：「初・中等学校において生徒の理数科の学習内容及び程度を向上させる」

そのために本件についての協力では、

・「初・中等学校の理数科教師の指導内容及び程度を向上させる」

・「地方で実施される理数科教師の訓練の内容を向上させる」

・「必要な理数科の教授法、教材の開発、及び教師訓練プログラムの開発などを、中央の研究

機関で行う」

・「これまで十分ではなかった理数科教育開発に関係する各省、大学の間の連携を、中央と地方

との双方で図り、効率的な教育行政の実施促進体制を確立する」（以上、理数科教育プロジェ

クト形式報告書 p.62）

プロジェクト形成調査団は具体的協力方法として８つのスキームを提示していた。（以下、理数

科教育プロジェクト形式報告書 p.63～ 71）

1） チーフ・アドバイザーの派遣（個別専門家派遣）

本専門家は、我が国の理数科教育開発に関連する全案件のチーフ・アドバイザーとして、各

案件間の連携を図り、効率的かつ効果的な協力が実施されるように先方関係機関並びに我が

国の派遣関係者に助言や指導をする。

2） プロジェクト方式技術協力

パッケージ協力の主要テーマは、理数科教師訓練センター（ＳＴＴＣ）を中心とした中央・

地方レベルでの理数科教師の再教育を通じ、全国レベルで立ち遅れの目立つ初等・中等学校

の生徒の理数科学習能力を高め、同時に地方展開のための協力重点地域として、これまで無

償資金協力で学校建設、あるいは中等学校への機材供与を行ってきた地域を選ぶことにより、

日本がこれまで投入してきた諸資源を最大限に活用し、協力の効果を高めようとするもので

ある。このような幅広い協力を進めていくためには、協力のコアとなるものとしてＳＴＴＣ

を拠点としたプロジェクト方式技術協力の実施が必要不可欠であり、さらにパッケージの他

に協力スキームとの連携を図りながら、協力効果を高めると同時に地方への協力成果の波及

を図ることになる。
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フィリピン側の実施体制についてはＵＰ、ＤＥＣＳ、ＤＯＳＴの高官から構成される調整・

管理委員会を設置することを計画している。なお、プロジェクト方式技術協力による教師再

教育の地方展開を推進していくことを考えると、プロジェクトのモデル地域として指定され

た地区における教師訓練の場となる理数科教育地方センター（ＲＳＴＣ）を設置している大

学の関係者が、この調整・管理委員会に参加することが望ましく、この点については調査団

よりフィリピン側に提言している。

＜プロジェクト方式技術協力による協力範囲の検討＞

a） 開発目標：

・初中等学校レベルでの生徒の理数科学習能力の向上

b） プロジェクト目標：

・初等・中等学校レベルの教員指導者、地方の指導主事、主任教師及び理数科教師の理

数科能力及び指導能力の向上

c） プロジェクト成果：

＜ＳＴＴＣレベル＞

・ＳＴＴＣ指導教官による理数科実験指導プログラム作成、及び実験指導者研修コース

開設が可能となる。

・ＳＴＴＣ指導教官による理数科実験指導法、理数科（低価格）実験教材及び理数科分野

の再教育・教員養成プログラムの開発が可能となる。

・ＳＴＴＣにおける研修を通じ理数科実験指導、実験プログラム作成、（低価格）実験教

材開発等の能力を持つ地方の初等・中等教員指導者、指導主事、主任教師が増える。

＜ＲＳＴＣレベル＞

・ＳＴＴＣ訓練コース参加者によるＲＳＴＣにおける一般理数科教師を対象とした実験

指導コースが開設可能となる。

・ＲＳＴＣにおける研修を通じ理数科実験指導、実験プログラム作成、（低価格）実験教

材開発等の能力を持つ地方の一般初等・中等教師が増える。

d） プロジェクト活動：

＜ＳＴＴＣレベル＞

・理数科分野における実験指導者研修コースの準備・開催。

・理数科実験指導法・理数科（低価格）実験教材及び理数科分野の再教育・教員養成プロ

グラムの開発のための調査・研究。

＜ＲＳＴＣレベル＞

・地方レベルでの一般理数科教師を対象とした実験指導コースの準備・開催。地方レベ

ルでの理数科実験指導法、実験教材開発のための調査・研究。
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e） プロジェクト投入：

＜ＳＴＴＣレベル＞

フィリピン側

・ＳＴＴＣ施設、カウンターパート、ローカルコスト

日本側

・専門家、機材、カウンターパート研修費、教師訓練コースに必要な研修経費の一部

＜ＲＳＴＣレベル＞

フィリピン側

・ＲＳＴＣ施設、カウンターパート、ローカルコスト

日本側

・専門家、機材、カウンターパート研修、教師訓練コースに必要な研修経費の一部

モデル地域の選定と同地域ＲＳＴＣに対する協力内容

中央レベルＳＴＴＣの訓練成果の地方展開を図ることが、本プロジェクトの大きな目的

であるが、これをより効果的なものにするためには、ＲＳＴＣの施設及び実験器具等の整

備が必要となる。これまでの調査によると、ＲＳＴＣは地方の大学に設置されているもの

の、夏期休暇あるいは週末に空いた教室を利用して訓練コースを実施している状態で、特

別の建物、訓練施設が備わっているところはないようで、実験指導についてはほとんど行

われていない。モデル地区として無償資金協力による機材供与対象地域を選定した場合に

は、訓練を受ける教師が働く学校には実験機材がある一方、ＲＳＴＣには実験機材がない

という状況が生じる。したがって、ＲＳＴＣの施設、実験器具などの整備をいかに進める

かが大きな課題となる。プロジェクト方式技術協力の実施に先立ちこのＲＳＴＣに対する

無償資金協力供与の可能性について早急に検討されることが望ましい。

3） 青年海外協力隊チーム派遣

各協力隊員は、配属地域内の複数の初等中等学校を巡回し、理数科の教師に対して、指導

法、特に実験実習について助言指導し、教師の資質向上に寄与する。既に無償資金協力で供

与されている施設や機材の効果的活用促進、今後の機材供与などの有益な情報のフィールド

バックも行う。また、プロ技協のＲＳＴＣにおける活動である地方の理数科教師の訓練事業

への参加と訓練のフォローアップも考えられる。

4） 科学教育実技研修コース受入枠の増加（集団研修）

5） 教育開発研修コースの新設（国別特設集団研修）

国家開発計画で高い優先度が与えられている教育全体の向上を促進しているため、国・地

方自治体などの教育行政官や学校の管理職、主任教師を我が国での国別特設集団研修に受け

入れて、知識向上や意識改革を図る。
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6） 帰国研修員による地方での研修活動への支援計画（エコー研修）

理数科教育に関連する各種の研修制度によって我が国での研修を受けた者が、プロ技協の

モデル地域の対象外となったＲＳＴＣにおいて、研修の成果をその地方の教育関係者や理数

科教師を対象にセミナーあるいはワークショップ等の形で普及する場合に、経費面や技術面

での支援を行う。本計画は、予算要求中の第二国研修事業が承認された場合に実施が可能と

なる。不可能な場合は、プロジェクト方式技術協力の中堅技術者育成事業で対応することと

なるが、その場合は実施規模が限られるため、波及効果も限られてしまう。

7） 理数科教育第三国研修計画（第三国研修）

8） モデルＲＳＴＣ建設（無償資金協力）

予定されているプロ技協を効果的に実施するためにも、また、これまで供与してきた教育

用機材や学校施設を効率的に活用してもらうためにも、ＲＳＴＣの幾つかをモデルとして建

設する必要があると思われる。施設としては、実験実習室を中心に講義室及び図書室や展示

室などが付帯した小規模なもので良いと思われる。（以上、理数科教育プロ形報告書 p.63～

71）

モデル地区の選定について、理数科教育プロジェクト形式調査団は以下のように提言している。

a） モデル地区選定基準：

①協力活動をすることにより地域格差が少なくなるような地域を選定する。

②地域への大きな波及効果が見込まれるところを選定する。

③これまでの日本の協力活動や他の機関の協力活動につながり、これまでの協力活動に

重なる効果が期待できる地域を選定する。

モデル地区での協力活動（各期２～３年）

第１期

・ＲＳＴＣの指導教員のレベルアップのための活動を中心に行う。

第２期

・ＲＳＴＣが中心となり、地域のリーダースクールの理数科教師に対し、研修活動を実

施する。

第３期

・ＲＳＴＣの指導によりリーダースクールの教師がバランガイレベルの教員を対象に、

研修を実施する。（以上、理数科教育プロ形報告書 p.71～ 73）
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１－２　当初計画の妥当性の分析

１－２－１　スキーム間の連携について

当初計画におけるスキーム間の連携については問題なかったものと思料される。特に理数科教

師訓練センター基礎調査団（総括：山極　隆 文部省初等中等教育極主任視学官）から理数科教育

プロジェクト形成調査団（団長：宮本守也 国際協力事業団技術参与）への計画策定の継承につい

ては、十分に調整がとれていたものと考えられる。

＜パッケージ協力総括＞ ＜個別専門家＞

・ＳＴＴＣが全国レベル研修を実施 ・プロジェクト方式技術協力

・モデルＲＳＴＣが地方レベル研修を実施 ・プロジェクト方式技術協力

・モデル外ＲＳＴＣが地方レベル研修を実施 ・エコー研修（第二国研修）

・学校への巡回指導 ・ＪＯＣＶチーム派遣

・教育行政官の研修 ・国別特設研修

パッケージ協力に係るＲ／Ｄ（署名者：鏡武国際協力事業団企画部長）においては、エコー研修

（第二国研修）を除くすべての上記スキームが投入されることが明記されている。

（注）1996年７月に派遣されているパッケージ協力プロジェクト形式調査団における問題意識と

しては、全国レベル研修をプロジェクト方式技術協力が支援、学校レベル研修をＪＯＣＶ

が支援（巡回指導）するが、その間の地方レベル研修に協力の空白部分があり、ＪＯＣＶの

活動によりその穴埋めをすることが期待されていた（パッケージプロジェクト形式報告会資

料 p.22）。しかし、当初計画においては上記のとおり空白部分は存在しない。

１－２－２　連携を制約した要因

1） パッケージ協力のフィリピン側協力機関の主管をＤＥＣＳにしたことについて

協力当初の状況を知る関係者によると、ＤＥＣＳを主管としたのはパッケージ協力の目的

が現職理数科教員の資質向上ということで、「対象になる現職教員が所属する学校の運営や組

織、教員の待遇などをすべて管轄しているのがＤＥＣＳであるから」というのが最大の理由

であったようである。

その他にも、計画段階で、日本の文部省が教育に関する行政を一元的に管轄しているよう

に、フィリピンにおいても将来的に教育省が一括して管轄すべきとの日本側関係者の意向が

あったようである。
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2） チーフ・アドバイザーの配属先について

パッケージ協力の立ち上げの時期にプロジェクトに関与していた関係者の話によると、

チーフ・アドバイザーの配属先がＤＥＣＳとなり、例えばＤＯＳＴなどの他の省庁とならな

かったその理由については以下のとおりであった。

初等・中等学校に対する学校建設・教育機材の無償資金協力が大規模に行われ、それらの

学校に教育機材が供与され、次は技術協力という段階になり本件パッケージ協力が検討され

たという一面もあるが、チーフ・アドバイザーをＤＥＣＳに置くことは、日本の協力の宣伝

になるだけでなく、従来から財政的・行政的に弱いという指摘を受けていたＤＥＣＳ初等教

育局・中等教育局の機能強化につながるという発想があった。

3） プロジェクト方式技術協力の地方展開について（その１）

当時の基礎調査団は、我が国における今後の支援の方策について次のように報告している。

「我が国の支援により、理数科教師訓練センター（ＳＴＴＣ）を骨格として地方理数科教育セ

ンター（ＲＳＴＣ）のネットワーク化を将来的には考えていく問題であり、我が国の支援の方

向としては、あくまでも既設の理数科教師訓練センター（ＳＴＴＣ）の足腰をより強くし、充

実・発展のための方策を中心にして考えていく必要がある。」（基礎調査団報告書 p.15）

基礎調査団が上記のように報告した経緯については以下の通りである。

a） ＳＴＴＣの位置づけ：

「ＳＴＴＣにおいて行われている理数科教師再教育のための研修は、ＤＥＣＳやＤＯＳ

Ｔによって行われるものだけでなく、ユネスコのような国際機関やオーストラリアなど

外国の援助によって行われるものも含めて、短期・長期併せて年間20数件にも昇り、文

字どおりフィリピン国における理数科教師訓練の中心となっている。」（基礎調査団報告

書 p.15）

b） ＵＰによるＳＴＴＣの将来構想：

① 国家的な理数科及びテクノロジー人材養成計画への貢献

② 国内の理数科教育研究開発の中心拠点としての貢献

③ アジアの理数科教育研究開発の中心としての貢献

④ 国内の他の研究機関との交流を通した貢献

⑤ 国内各地の理数科教育センター（ＲＳＴＣ）とのリンク及び移動実験室などによる教

材の普及活動

⑥ 理数科教員の恒常的トレーニング機関としての貢献

（以上、基礎調査団報告書 p.27）
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c） 将来構想を踏まえた位置づけ：

① 各地方のＲＳＴＣ相互のネットワークを確立し、ＳＴＴＣをその中核とする。

② 同センターの理数科教師訓練の機能を更に充実・拡大するとともに、ＲＳＴＣの

指導者の訓練も行い、指導者養成の機能なども併せもつ。

つまり、同センターを各地方のＲＳＴＣの上位機関として位置づけ、ＲＳＴＣのスタッ

フが同センターに出向して研修する。そして、そこで高度の訓練を受けた者がＲＳＴＣに

帰り、地方の一般の理数科教師の訓練にあたる。

（以上、基礎調査団報告書 p.25）

d） 地方センターの現状と問題点：

「かつてＳＴＴＣ設立のために組織された基本設計調査団は、その報告書の中で、

ＳＴＴＣの設立と理数科教師訓練のための全国的ネットの形成の必要性について、次の

ような指摘をしている。「現在、国家開発中期計画による地方訓練センターの整備が進め

られているが、本計画の実施によって理数科教師訓練のための全国的なネットが形成さ

れ、本センターがその中核的なセンターとして機能することが期待される（p.181）」。

以前より、フィリピン政府もこれらの問題点に関しては重要性を認め、ＤＯＳＴや

ＤＥＣＳを中心にして、全国にある 13のＲＳＴＣの整備・充実を図る計画を進めるとと

もに、密接な関連をもった理科高等学校（Science High School）110校組織化の計画を

立て、具体化に着手しようとしている。しかし、資金や人的な面において、大きく欠け

ていることもあり、現時点では計画段階以上には出ていない状態にある。かつてＳＴＴＣ

建設の基本設計調査団によって指摘されたとおり、ＳＴＴＣ設置の成果を波及的に高め

るためには、ＲＳＴＣの充実と、ＳＴＴＣとＲＳＴＣのネットワークの強化は非常に重

要である。」（以上、基礎調査団報告書 p.30）

4） プロジェクト方式技術協力の地方展開について（その２）

基礎調査団としては「ＳＴＴＣへＲＳＴＣのスタッフが出向いて研修を受ける」という計画

を立てていたが（基礎調査団報告書 p.25）、ＲＳＴＣスタッフが何度もＳＴＴＣの研修を受け

ることを想定していたと思われる。しかしながら、現実には数多くの受講生を排出すること

をカウンターパートは主たる目的としており、訓練成果がＲＳＴＣスタッフを中心に集中的

に蓄積されることはなかったようである。これはカウンターパートがこれまでに何人くらい

研修を受講したのか、という実績を出すうえで、同じ人間を何度も研修に参加させていては

数字につながらない。また、多くの人間に研修の機会を与えたいというフィリピン側の動き

を予想できなかったために起きた計画のズレと思われる。
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5） 青年海外協力隊チーム派遣の配属先について

青年海外協力隊チーム派遣の配属先をＤＯＳＴにした当時の経緯を知る関係者によると、

まず「協力隊は地方での教員研修で協力を行う」という前提があり、配属先を考えた時に、地

方で理数科の教員研修を20年以上にわたって実施している機関がＤＥＣＳではなく（ＤＥＣＳ

も協力しているが、主に行政管理の面のみ）ＲＳＴＣであったというのが協力隊の配属先が

ＲＳＴＣになった最大の理由である。実際に協力隊の事前調査でも、理数科に限っては、地

方で人材や経験、研修実施能力があるのはＲＳＴＣだけであった。

また日本側関係者によれば「パッケージ協力」ということで、ＤＥＣＳに個別専門家が入り、

ＵＰ（ＣＨＥＤ）にプロ抜協が、ＤＯＳＴに協力隊が入れば、業務を行う上で、今までほとん

ど連携のなかったフィリピン側の省庁間に、新たな連携ができることを期待していたようで

ある。

6） モデルＲＳＴＣ建設について

当時の状況を知る関係者によるとモデルＲＳＴＣ建設については、あくまで担当者レベル

間の合意だけであり、高官による合意には至らなかったという。当時、既に多額の学校建設

及び教育機材の供与を行っていてＲＳＴＣ建設まで供与するのは難しかったらしい。1995年

度の年次協議で教育施設拡充計画については継続しない旨、日本側から表明されており、

1997年２月に検討されている無償資金協力「教育施設拡充計画（フェーズ５）」も当面見送りと

いう理由で案件不採択とされているが、1998年３月には本件を最終フェーズとすることを条

件に案件採択されている。

１－３　当初計画の変更経緯の把握

理数科教師訓練センター基礎調査、理数科教育プロジェクト形成調査を経て、我が国として

フィリピン理数科教育パッケージ協力を実施することが決定された。1993年３月 25日、このパッ

ケージ協力に係るＲ／Ｄが締結されたのに続いて 1993年４月に理数科教師訓練センター事前調査

団が派遣され、プロジェクト方式技術協力のプロジェクト実施計画の検討がなされた。

1） 活動スケジュール：

① ＳＴＴＣにおける全国レベルの研修

② ＲＳＴＣにおける地方レベルの研修

③ フィリピンのカウンターパートの日本での研修

④ ＲＳＴＣのモデル地区を選定し、その充実のための援助を行う。

「④についてはまだフィリピン側においても意見の統一がなされていない関係上、当面の活動ス

ケジュールの最後にせざるを得ない（事前調査団報告書 p.31）」という認識が当時の調査団の見解
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である。同時に次のような問題点も指摘された。

①のＳＴＴＣにおける研修成果を計画通りに達成するためには、②の研修はＲＳＴＣの諸施

設・設備・機材・器具・スタッフなどの諸条件を整備・充実することが必要である。しかし、限

られた予算では、本プロジェクトで想定されているモデル地域は当面２－３地域に限定せざるを

得ないが、フィリピン側との協議のうえモデル地域を決定し、その地区のＲＳＴＣに必要な施設・

設備・機材・器具・スタッフを整備・充実していかなければならない。ただ、現在この件につい

ては解決しなければならない問題が数多くあり、早急にそれらについての検討がなされなければ

ならない。（事前調査団報告書 p.31）

上記理由から４つの活動のうち、①ＳＴＴＣにおける全国レベルの研修と③フィリピンのカウ

ンターパートの日本での研修が重点的に行われることがフィリピン側と事前調査団の間で合意さ

れた。また、ＲＳＴＣで行われる地方レベル研修において「日本から派遣された専門家が直接指導

に当たることはない（事前調査団報告書 p.32）」等、プロジェクト方式技術協力による地方レベル

の研修に対する支援は考えられていない。

1996年７月にパッケージ協力プロジェクト形式調査団を派遣し、以下の点について問題点を明

確化した。

2） パッケージ協力のコンセプト：

・パッケージ協力を開始したものの、プロジェクトの全体的な概念（上位目標、プロジェクト

目標、成果、活動など）が十分明確化されていなかった。

・1995年 12月に交代し、新チーフアドバイザーとなった池田専門家は、この点に気づいて概

念の明確化に努力し、ＩＮＳＥＴシステムが概念として立案された、パッケージ協力は３

行政地区を対象とした、ＩＮＳＥＴを支援するためのプロジェクトである（バッケージプロ

ジェクト形式報告会資料 p.16）。

（注）ＩＮＳＥＴシステムについて

・ＩＮＳＥＴシステムとは In-Service Trainingの略称であり現職教員の再訓練シス

テムを意味する。これと併せてＰＲＥＳＥＴシステム、Pre-Service Trainingと呼

ばれる教員養成システムが存在する。

・理数科教育分野におけるパッケージ協力の最終目標実現のために「地方で実施され

る理数科教師の訓練の内容を向上させる」活動を行う（理数科教育プロジェクト形式

報告書 p.62）としているが、同報告書及びパッケージ協力Ｒ／Ｄでは訓練の内容を

ＩＮＳＥＴ又はＰＲＥＳＥＴにするかどうかについては明確にしていない。

3） 実施体制：

フィリピン側の実施体制は、関係機関が多く、それらの協力業務、責任分担、及び意思決
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定のやり方が十分に明確にされていなかった。特に、地方レベルでの研修の主体は誰か、関

係機関がどのように協力しあうことになるのかは、明文化されていなかった。池田チーフア

ドバイザーの協力により、フィリピン側は Memorandum Of Agreemen で責任分担を、Basic

Guidlines で政策と戦略を明らかにし、進め方についての指針を示した。これらによって、

パッケージ協力の概念が明確になり、実施体制はＤＥＣＳを中心に進められることが明らか

になった（パッケージプロジェクト形式報告会資料 p.16）。

4） フィリピン側はミニッツの中で次の４つの新しい援助を要請した。

・ＲＴＰ（Regional Training Program、地方研修）のためのプロ技協

・ＲＴＰのための施設、機材の無償資金協力

・ＲＴＰのためのＪＯＣＶ派遣人数の追加

・日本での研修員の人数増（パッケージプロ形報告会資料 p.21）

今後のパッケージ協力としての具体的対応策としてパッケージプロジェクト形式調査団は以下

の対応策を提示している。

a） 地方研修（ＲＴＰ）実施段階における支援

b） 協力の空白部分に対する支援

①個別専門家派遣（３地区）

・地方研修（ＲＴＰ）を効果的にそれぞれの地区内に波及させるための支援

②第二国研修

・施設面に対する支援

③草の根無償によるＲＳＴＣ施設の充実

④無償資金協力によるＲＳＴＣ施設の充実

⑤無償資金協力による地方理科教育センター建設

c） パッケージ協力全体としての評価

・評価ミッション派遣（パッケージプロ形報告会資料 p.22～ 23）

以上の対応策に関し、現時点で実現しているのは３地区に対する個別専門家派遣と評価ミッ

ション派遣だけである。

１－４　当初計画変更の妥当性の分析

１－４－１　スキーム間の連携について

問題点としては、基礎調査から理数科教育プロ形調査へと繋いできた流れを事前調査で変更し

たことにより地方展開が不十分となったことである。変更点としてはＲＳＴＣへの専門家派遣が
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なかったことがあげられる。しかしながら、「１－２－２　スキームの背後にある問題－プロジェ

クト方式技術協力の地方展開について（その２）」でも指摘しているようにシステム的に全国研修

の成果がＲＳＴＣスタッフを中心にＲＳＴＣに集中的に蓄積されることはなかったことから、専

門家派遣が仮に行われていたとしても地方展開が不十分という問題の解決には至らなかった可能

性が高い。

また、ＤＯＳＴが提出した無償資金協力によるＲＳＴＣ建設・教育機材供与の要請はＪＩＣＡ

内では案件採択の方向で検討されたものの、ＲＳＴＣの実施体制（人材・予算など）に不安がある

との理由から外務省で案件採択を見送った。

１－４－２　連携を制約した要因

1） プロジェクト方式技術協力：

プロジェクト内容の予備的検討（以下、事前調査団報告書 p.23～ 28）

開発目標：

（フィリピン側）

・フィリピンの経済的・社会的発展を促進するために必要な人材を育成すること。

・地方における教員研修や教材開発に関して指導的な役割を果たす教員指導者の資質の向

上を図ること。

・ＪＩＣＡ、フィリピン大学理数科教師訓練センター及びその他関連機関の間の包括的な

協力関係を確立すること。

（日本側）

上記を踏まえ、

・フィリピンの小・中学校における児童生徒の理数科の学力の向上を図ること。

2） プロジェクトの目的：

（フィリピン側）

・理数科教員が理論的知識や教授法だけでなく実験・実習の技術を十分身につけることが

できるよう、教員指導者に対する研修の機会を拡充すること。

・これらの高い水準の研修を受けた者が、各所属の機関や地域に戻って、そこでの教員研

修において指導的な役割を果たすこと。

（日本側）

上記を踏まえ、

・各地域における教員研修や教授法・教材の開発に関して中核的役割を果たし得るような

高い資質を備えた教員指導者及び指導的教員を育成すること。
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3）プロジェクト成果：

・ＳＴＴＣの研修講師及び地方の教員指導者がローコスト教材開発の手法を獲得する。

・ＳＴＴＣの研修講師及び地方の教員指導者が研修プログラムと研修マニュアルの改訂をで

きるようにする。

・地方のリーダースクールの教員、科学や技術を指向した中学校の教員、日本からの援助に

より科学技術の教育機材を供与された学校の教員の科学の教授法に改善が見られるように

する。

・日本から機材供与がなされた学校の教員が、供与機材を有効に使って科学の授業を行うよ

うになること。

・日本に派遣されたカウンターパートが、日本での教員研修法及び授業法を学び、フィリピ

ンの科学教育改善に貢献することができる。

4） プロジェクト活動：

a） ＳＴＴＣでの全国レベル研修

・期問：毎年４～５月の３週間

・場所：ＳＴＴＣ

・内容：ローコスト教材を使った実験及び実際的活動を中心とした研修

b） ＲＳＴＣでの地方レベル研修

・期問：毎年４～５月の３週間

・場所：ＲＳＴＣ、ＴＴＩ（Teacher Training Institute、教員養成大学）

・内容：ローコスト教材を使った実験及び実際的活動を中心とした研修

c） フィリピンのカウンターパートの日本での研修

・ＲＳＴＣのモデル地域を選定し、充実のための援助を行う。

5） プロジェクト投入：

（フィリピン側）

・ＳＴＴＣ、ＲＳＴＣ、ＴＴＩの建物及び施設設備の提供

・カウンターパートの割り当て

・プロジェクトを実施していくうえでＪＩＣＡによって供与されるもの以外の費用の負担

（日本側）

・チームリーダー・業務調整員・長期短期専門家の派遣

・プロジェクトを実施していくうえで必要な機材の供与

・フィリピンのカウンターパートの日本での研修に必要な旅費

・滞在費等の費用

・フィリピン国内研修費の一部負担
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（以上、事前調査団報告書 p.23～ 28）

専門家派遣についてはフィリピン側から提出された研修年次計画に基づき行われることになり、

内容は以下のとおり。なお、専門家の投入スケジュールについては、既に年度別研修分野が決定

しているので、それに応じて派遣される長期・短期専門家の選定に取りかかる。（以下、事前調査

団報告書 p.34～ 35）

・1994年　初等理科、初等数学

・1995年　物理、化学、中等数学

・1996年　地学、生物、化学

・1997年　初等理科、初等数学、物理

・1998年　地学、生物、中等数学

プロジェクト運営委員会について、調査団は以下のように報告している。（以下、事前調査団報

告書 p.39）

（フィリピン側）ＵＰ、ＳＴＴＣ、ＤＥＣＳ、ＤＯＳＴ

（日本側）チームリーダー、調整員、専門家、ＪＩＣＡ事務所員、大使館員

（2）パッケージ協力の実施体制

２－１　日本側の実施体制の確認

ＪＩＣＡ内部では、関係事業部６部（企画・社協・ＪＯＣＶ・派遣・研修・無償）代表によるタ

スク・フォースを設置し、「パッケージ協力」の運営管理に関する調整を行うと共に、関係各省・

支援母体よりの推薦者、ＪＩＣＡ専門員等による運営委員会を設置、技術的・行政的助言、及び

専門家・研修買受け入れ先などの推薦・調整を行うことを理数科教育プロジェクト形式調査団は

提言している。企画部地域第一課を主管課とした国内連絡会は現在においても確かに開催されて

いるが、運営委員会なるものは開催された形跡はない。

２－２　フィリピン側の実施体制の確認

フィリピン側の実施体制についてはＵＰ・ＤＥＣＳ・ＤＯＳＴ・ＮＥＤＡ・ＣＨＥＤ・ＰＮＶ

ＳＣＡの高官から構成される調整・管理委員会を設置している。なお、プロジェクトのモデル地

域として指定されている理数科教育地方センター（ＲＳＴＣ）の関係者が、この調整・管理委員会

に参加することが望ましい、と理数科教育プロジェクト形式調査団は提言しているが現実問題と

して委員会に参加した形跡はない。

以上
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第１章　終了時評価調査団の派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

「フィリピン理数科教師訓練センター計画」は「フィリピン初中等理数科教育向上パッケージ協

力」の中核コンポーネントとなるプロジェクトとして、1994年３月 11日に討議議事録（Record of

Discussions：Ｒ／Ｄ）の署名を取り交わし、同年６月１日から５年間の予定で技術協力が行われ

てきた。その目的は、初等・中等学校の理科・数学科について、実験・実習に重点を置いた指導

法・教材開発ができる教員指導者を養成することにあり、その一環として、全国の教員指導者を

対象とした研修（ＮＴＰ）を行ってきた。

今般の終了時評価は、パッケージ協力の終了時評価と並行して行われ、その評価調査結果は、

パッケージ協力評価の一部となるものである。

終了時評価調査は日本・フィリピン双方からなる合同調査チームにより行われた。

１－２　合同評価チームの構成

（1）日本側

氏名 役職名 所属

富本　幾文 調査団長 国際協力事業団国際協力総合研修所国際協力専門員

大隈　紀和 調査団員 京都教育大学教授

清水　静海 調査団員 筑波大学助教授

梅宮　直樹 調査団員 国際協力事業団社会開発協力部社会開発協力第一課

山田　肖子 調査団員 グローバルリンク（株）プロジェクトマネージャー
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（2）フィリピン側

氏名 役職名 所属

Dr. Claro Llaguno Chancellor The University of the Philippines（ＵＰ）

Dr. Vivien Talisayon Director ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣ

Dr. Marcerita Magno Project Coordinator （Chair, High School Chemistry）ＵＰ－ＩＳＭＥＤ

Dr. Aurora Mendoza Assistant Project （Chair, High School Physics）ＵＰ－ＩＳＭＥＤ

Coordinator

Dr. Nolo Rosas Undersecretary Department of Education, Culture and Sports（ＤＥＣＳ）

Dr. Lidinila Santos Director Bureau of Elementary Education,（ＤＥＣＳ）

Dr. Alberto Mendoza Director Bureau of Secondary Education,（ＤＥＣＳ）

Dr. Leopoldo Lazatin Undersecretary Department of Science and Technology（ＤＯＳＴ）

Dr. Ester Ogena Director ＳＥＩ , ＤＯＳＴ

Dr. Mona Valisno Commissioner ＣＨＥＤ

Mr. Rolando Tungpalan Director Project Monitoring Staff, ＮＥＤＡ
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１－３　調査日程

調査期間：1998（平成 10）年 11月 30日～ 12月 12日（13日間）

月日（曜日） 時間 団長 評価計画 教育行政 中央研修 評価分析 数学教育 理科教育

富本 中山 竹原 梅宮 山田 清水 大隈

11／30（月） PM 成田発（9:45）→マニラ着（13:25）（JL741） 関西空港→マニラ

Nite 日本人専門家との懇談会

12／１（火） AM ＪＩＣＡフィリピン事務所との打合せ

PM マニラ発→イロイロ着 ＵＰ学長表敬、専門家との打合せ

PM ＷＶＳＵ学長表敬、協力隊員との意見交換 ＩＳＭＥＤのＣ／Ｐへ調査方針を説明

12／２（水） AM ＲＭＴ訪問 ＩＳＭＥＤのＣ／Ｐとの協議（実績確認）

PM イロイロ発→マニラ着 ＩＳＭＥＤのＣ／Ｐとの協議（教科別ヒアリング）

Nite 団内打合せ（調査結果情報を共有、問題点の有無を確認）

12／３（木） AM ＤＥＣＳ表敬

PM ＣＨＥＤ訪問 ＣＭＴ訪問 ＩＳＭＥＤのＣ／Ｐとの協議（教科別ヒアリング）

PM ＮＥＤＡ、ＤＯＳＴ訪問 ＩＳＭＥＤのＣ／Ｐとの協議（教科別ヒアリング）

12／４（金） AM マニラ発→ダバオ着 ＩＳＭＥＤのＣ／Ｐとの協議（今後の活動計画の確認）

PM ＤＥＣＳ、ＡＤＤＵ学長表敬 ＩＳＭＥＤのＣ／Ｐとの協議（今後の活動計画の確認）

PM ＲＭＴ訪問 ＩＳＭＥＤのＣ／Ｐとの協議（団員ごとの個別補足調査）

Nite 協力隊員との意見交換、懇談会 ＩＳＭＥＤのＣ／Ｐとの懇談会

12／５（土） AM セミナー視察 資料整理（プロ技協ミニッツ案の作成）

PM ダバオ発→マニラ着 資料整理（プロ技協ミニッツ案の作成）

Nite 団内打合せ（調査結果情報を共有、問題点の有無を確認）

12／６（日） AM パッケージ協力（ＰＣ）評価案作成 ＰＣ評価案作成 資料整理（プロ技協ミニッツ案の作成）

PM ＰＣ評価案作成 ＰＣ評価案作成 資料整理（プロ技協ミニッツ案の作成）

Nite 団内打合せ 協力隊員との意見交換 団内打合せ（調査結果情報を共有）

12／７（月） AM プロ技協 ＰＣ評価案作成 マニラ発→ビコール着 プロ技協評価案についてＩＳＭＥＤのＣ／Ｐと協議

PM プロ技協 ＰＣ評価案作成 ＲＭＴ訪問 プロ技協ミニッツ案の作成

Nite 団内打合せ 協力隊員との意見交換 団内打合せ（調査結果情報を共有）

12／８（火） AM プロ技協ＪＣＣの開催 ビコール発→マニラ着 プロ技協ＪＣＣの開催

PM プロ技協ミニッツ署名 ＰＣ評価案作成 プロ技協ミニッツ署名・交換

Nite 団内打合せ（ＰＣ評価案の検討）

12／９（水） AM ＰＣ協力評価案に係る日本人関係者との協議

PM フィリピン側ＪＳＣメンバーとの協議 マニラ→成田

12／10（木） AM ＰＣ評価案の検討 マニラ→関西空港

PM ＰＣ評価最終案の作成

12／11（金） AM ＰＣ協力のＪＳＣを開催（合同評価会）

PM ＰＣミニッツ署名・交換

12／12（土） AM マニラ発（14:45）→成田着（19:40）（JL742）

※Ｃ／Ｐ…カウンターパートの略
※プロ技協…プロジェクト方式技術協力の略
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第２章　要約

プロジェクト方式技術協力「フィリピン理数科教師訓練センタープロジェクト」の終了時評価

は、日本・フィリピン双方で構成した合同評価調査団により行われ、評価結果から導かれる提言

をミニッツ（資料１．）に取りまとめて1998年 12月８日、署名を取り交わした。評価の方法、結果

に基づく提言のポイントは以下のとおりである。

（1）評価の目的・方法

評価にあたり、まずプロジェクト・デザイン・マトリックス（ＰＤＭ）の見直しが行われた。

その結果、パッケージ協力の進展に伴って、当初計画された活動に加えて「リーダートレーナー

が地方研修（ＲＴＰ）を実施するにあたり、ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣのカウンターパートがそれを

サポートする能力を向上させる」活動が行われてきたことから、これらを成果や活動などに追加

し、以下の上位目標、プロジェクト目標、成果に基づいて評価を行うこととした。

1） 上位目標

ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣで訓練を受けた教員の行う訓練によってフィリピンの初中

等理数科教師の能力が向上する。

2） プロジェクト目標

ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣが、実験実習に焦点を当てた教師訓練コースの計画・実施

及び教授法・教材の開発において中心的な役割を担う初中等理数科教員の訓練を行う優秀

な機関となる。

3） 成果

a） ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣの訓練員の基礎実験、実習に係る教授能力が向上する。

b） ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣの訓練員の教師訓練のためのカリキュラム、教授法及び

教材の開発能力が向上する。

c） ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣの訓練員の機材の使用・維持管理能力が向上する。

d） ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣの訓練員の各科目の効果的な教師訓練コースを計画・実

施する能力が向上する。

e） ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣの訓練員のリーダートレーナーがＲＴＰを実施するため

の支援をする能力が向上する。

続いて、ＪＰＣＭ手法を用いて投入、活動、成果、プロジェクト目標、上位目標につき計画の

達成度を確認し、この結果に基づいて評価５項目の観点から評価を行った。また、同評価結果に
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基づいて、1999年５月末のプロジェクト終了までの約半年間に行うべき活動とプロジェクト終了

後の自立発展性に係る提言を行った。

（2）評価結果の要約

1） 計画の達成度

a） 投入

［日本側投入］

日本側投入については、専門家のリクルートが若干難航したが、大きな問題はなく、

以下の投入がほぼ計画どおりに行われた。

① 専門家派遣

長期専門家 15名、短期専門家 24名、合計 39名の専門家が派遣された。

② 研修員受入

各分野で合計 18名の研修員が受け入れられた。

③ 機材供与

総額約１億 1352万円の機材が供与された。

④ ローカルコスト負担

総額約 7641万円のローカルコスト支援が行われた。

［フィリピン側投入］

① 人員の配置

各年105名から 107名の人員がカウンターパート研究員、運営スタッフとして配置さ

れた。

② 予算措置

総額約 7200万ペソがＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣの予算として措置された。

③ 外国援助特別予算

上記通常予算に加え、外国援助プロジェクトに対するカウンターパート予算として

政府から 1900万ペソの予算措置がなされた。

④ 土地、施設の提供

b） 活動

① 日本人専門家により、カウンターパートに対する、実験、プラクティカルワークに

関する技術移転が行われた。その結果、身近にある簡単な材料を使った簡易実験器具

（68種）を開発するとともに、全国研修で使用する実験活動シートや教員用実験ガイド
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を 539種開発した。

② 全国研修のためのカリキュラム、指導法、教材などが開発された。

③ 機材の使用方法・維持管理方法については、日常的に機材を使用した際に日本人専

門家がカウンターパートに指導した。機材の使用・維持管理は各科目のワークグルー

プの責任で行われ、ワークグループごとに１名ずつ実験室の管理責任者を置いて維

持・管理の徹底を図った。

④ 関連機関との協議、調整を経てＮＴＰの実行計画及び参加者の選定基準が策定され、

各リージョンの教育文化スポーツ省（ＤＥＣＳ）が選定を行った。また、年４科目で

４年間にわたり計 16コースのＮＴＰを実施し、参加者の総数は 929名であった。これ

は１コースあたり60名で 16コース合計 960名を訓練するという当初の計画をおおむね

達成したものである。

⑤ 全国研修（ＮＴＰ）参加者を含む2000名強のＲＴＰ教員トレーナーをＲＴＰ実施中に

モニターし、技術支援を行った（Follow-through活動）。また、ＮＴＰ参加者のＲＴＰ

実施のためのセミナーワークショップが開催され、４年間で 536名が参加した。その

他、教員トレーナーにモニタリングの結果をコメントとして送付し、また、技術向上

を促し、ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣに送られた問い合わせに回答するなどの形で支援

を行った。

c） 成果

ＮＴＰの計画・準備・実施の課程で、オンザジョブ・トレーニングという形で日本人

専門家からカウンターパートに技術移転された。

① 基礎的実験能力に関しては、簡易実験器具や実験活動シート・教員用実験ガイドを

作成し、それによってカウンターパートの能力も向上した。

② 各種訓練カリキュラム、指導法、教材開発能力を開発する過程で日本人専門家の指

導を受け、カウンターパートの能力が向上した。

③ 機材維持管理は、ワークグループごとに管理責任者を置いて適切に行われるように

なった。

④ カウンターパートの能力が向上した結果、４年間で 16コースのＮＴＰが実施され、

929名の教員トレーナーが養成された。ＮＴＰの参加者に対して、毎回行われたアン

ケート調査では、ＮＴＰの総合評価は５段階評価で 4.3以上といずれの科目でも高く、

また各科目も１回目より２回目のＮＴＰの方が参加者から高い評価を得ており、カウ

ンターパートのプログラム計画・運営能力が向上したことを示している。

⑤ Follow-throughについては、マンパワー及び資金の制約から十分な活動が行われた
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とはいえないが、活動をとおしてカウンターパート自身の指導能力が向上したといえ

る。

d） プロジェクト目標の達成状況

「ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣが初・中等理数科教員トレーナーを養成する優秀な機関

となる」という本件のプロジェクト目標は、下記の指標が示すとおり、十分達成された。

① ＮＴＰ参加者に対して行った事前テストと事後テストの結果を比較すると、中等生

物の 23.5％の増加を筆頭に、テストを行ったすべての科目でスコアの上昇が見られ、

参加者の能力がＮＴＰによって向上したことが判明した。

② ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣに対して複数の学校や海外からも教員養成プログラム

実施の要請があるなど、ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣが教員トレーナー養成機関とし

て定評が高まっているといえる。

③ 本評価調査のカウンターパートへの質問票の回答では、自分たちは元来理数科分野

で高い能力を持っているとの自信をのぞかせつつも、プロジェクトのおかげで、より

高度な能力を身につけることができ、プロジェクト目標を十分達成したと述べている。

カウンターパートによるプロジェクト目標達成度の評価は５段階評価で平均 4.5 と

なっている。

e） 上位目標

本プロジェクトの上位目標は「フィリピンの初中等理数科教師の教授能力が当プロ

ジェクトで訓練された教員トレーナーによるトレーニングを通じて向上する」ことであっ

た。言い換えれば、ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣが行うＮＴＰは、リージョン・ディビ

ジョン・学校レベルに波及していく教員訓練の始点になることが期待されていた。

1996年４月から1997年３月の間に、パッケージ協力の３つのモデル地域では１万6430

名の初等理数科教員、6772名の中等地学、生物教員がＲＴＰ、ＤＴＰで訓練を受けたこ

とが分かっている。これは３つの地域の理数科教員総数のおよそ 12％前後を占める人数

であり、パッケージ協力の他スキームでの活動と相まって、モデル３地域では初中等理

数科教員の能力向上に貢献したといえる。しかしながら、他の地域についてはＮＴＰ参

加者によるＲＴＰが、どの程度実施されたかが正確に把握されておらず、訓練された教

員の数も分からないため、ＮＴＰがそれらの地域にどの程度のインパクトをもたらした

かを特定することは現時点では困難である。
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2） ５項目の視点からの評価

a） 実施の効率性

ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣのカウンターパートが初・中等理数科教員トレーナーを

訓練するために必要が各種能力を向上させるという成果はほぼ達成された。投入の成果

への貢献の度合いという観点からは、プロジェクトはかなり効率的だったと評価できる。

b） 目標達成度

① プロジェクト目標の達成度

上記プロジェクト目標の項で述べたとおり、本プロジェクトのプロジェクト目標

「ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣが初・中等理数科教員トレーナーを養成する優秀な機関

となる」はおおむね達成されている。

② 成果の達成がプロジェクト目標につながった度合

成果がプロジェクト目標達成につながった度合は総じて高い。しかし、教員トレー

ナー養成機関としてのＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣの認知が中央及び国際的には高い

のに対し、ＲＴＰでの技術支援に関しては、リージョンレベルではあまり認知されて

いない。前述のとおり、カウンターパート自身も時間と資金の制約から、地方支援が

十分にできなかったと認識しており、センターそのものの技術水準を向上させ、全国

レベルの教員トレーナー訓練を実施する機関になることと、地方の教員トレーニング

の支援機関となることを５年という短期間で同時に期待することは難しかったと思わ

れる。

c） 効果

① 意図されていた効果

期待されていた効果については、上記上位目標の項で詳述したが、モデル３地域で

は理数科教員の 12％程度の対してＲＴＰ・ＤＴＰが実施されたことが分かっている

が、他地域については、どの程度までＮＴＰの波及効果が及んだかということは特定

できない。また、ＮＴＰ・ＲＴＰ・ＤＴＰに参加した教員トレーナーの指導力の変化

についても、情報が不足しており、効果は特定できない。

② 意図されていなかった効果

・ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣの教員訓練の実施により、複数の学校から教員訓練プ

ログラム実施の要請があり、実際にプログラムを実施した。

・ＮＴＰの準備・実施によって得られたＰＷＡの技術や教材を用いて 42の短期訓練プ

ログラムを実施し、８科目で 1995年から 1998年の４年間に 1163名を訓練した。
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・1998年にパキスタン政府の要請で、複数のグループをパキスタンから受入れて研修

を実施した。（第三国個別研修）

・ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣは教員再訓練のためのテレビ教育番組（中等物理・中

等科学・初等理科）とオープンユニバーシティ（放送大学）のプログラム開発に携

わっており、プロジェクトの成果が一部活用されている。

・ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣは、ＮＴＰ用に開発されたソースブックを教員トレー

ナー向けの内容から、教員向けの内容に改訂して市販する計画を立てている。

d） 計画の妥当性

上位目標・プロジェクト目標ともに現在の国家政策、ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣの

位置づけと照らし合わせた場合に妥当なものであるといえる。ただし、プロジェクトデ

ザインの妥当性という観点からは、ターゲットグループとして設定された「教員トレー

ナー」が具体的に何を指すのかが明確に絞りきれず、当初設定したＮＴＰの参加者選定基

準を満たさない参加者が多く参加したため、カリキュラムや教材の修正を余儀なくされ

た部分もあり、計画時により綿密なニーズ調査をしてターゲットを設定すべきだったと

の意見がカウンターパートからもあがった。

e） 自立発展性

制度的側面からは、政府による理数科教育の向上について、緊急性の認識は依然とし

て強く、また、政策的支援の継続は期待できるが、自立発展性の確保のためにはＤＥＣＳ、

科学技術省（ＤＯＳＴ）などの関係機関の協力が継続的に不可欠である。さらに、財政的

側面からは、プロジェクト終了に伴い、海外援助特別予算の措置がなくなることから、今

後、研修実施などに係る予算の確保において、より一層の努力が必要となる。これに関

しては、現在ＩＳＭＥＤを National Instituteに格上げする提案書が議会において審議

されており、早ければ2000年に同提案書が承認されると相当額の予算が措置され、それ

をトラストファンドに運営を行うことが可能になる。また、研修コースの実施について

も関係機関に対して提案書を提出し、予算確保の努力を行っているようである。

（3）結論

以上の評価結果から、「教材の開発、実験・実習に重点を置いたリーダートレーナーを対象

とする全国研修の実施機関としてのＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣの能力を向上する」というプロジェ

クト目標は達成されたといえる。ただし、財政的側面からの自立発展性について、引き続き

研修実施のための予算を確保する必要があり、また、プロジェクトの成果が今後、地方レベ
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ル・現場学校レベルに波及するためにはプロジェクトで開発された教材・実験器具などがそ

れぞれのレベルに適した内容に改善する必要がある。
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第３章　終了時評価の方法

本調査は、評価の枠組みとしてプロジェクト・サイクル・マネージメント（ＰＣＭ）による評価

手法を取り入れた。ＰＣＭを用いた評価は、1）プロジェクト・デザイン・マトリックス（ＰＤＭ：

プロジェクトの諸要素を論理的に配置した表）に基づいた評価のデザイン、2）プロジェクトの実

績を中心とした必要情報の収集、3）「実施の効率性」、「目標達成度」、「効果」、「計画の妥当性」、

「自立発展性」という５つの評価の観点（評価５項目）から収集データの分析、4）分析結果からの提

言・教訓の導出及び報告、という流れからなっている。今回の評価調査でもこの流れを踏まえ、具

体的には以下の手順で調査を行った。

（1）評価のデザイン

まず、討議議事録（Ｒ／Ｄ）・ＰＤＭ・活動計画書（Ｐ／Ｏ）、その他のプロジェクトの関係

文書・報告書などに基づき、終了時評価の実施要領を作成すると同時に調査項目案を策定し

た。

1） ＰＤＭの修正

今回の評価計画を立てるにあたり、まず、プロジェクト関係者によって作成されたＰＤ

Ｍ（現行ＰＤＭ）を見直し、プロジェクト実施の途中で、プロジェクトを取り巻く要因の変

化や活動の変更があったかを検討し、評価のためのＰＤＭを作成した。この評価ＰＤＭは、

プロジェクトが最終的に意図したものや実施された活動を反映し、包括的な評価を行うた

めの基礎となるものである。評価者が資料を分析して事前に用意したＰＤＭに、プロジェ

クト関係者の意見を反映させ、本評価調査の枠組みとして使用したものが表－１：「終了時

評価用ＰＤＭ」である。基本的には現行のＰＤＭを受け継ぎ、「成果」部分に、プロジェク

ト計画時にはなかった「ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣのカウンターパートによって、全国研

修（ＮＴＰ）で訓練された教員トレーナーが地方研修（ＲＴＰ）を行うための技術支援が行わ

れる」という第５の成果を追加し、それに対応して、現行ＰＤＭでは他の成果のための「活

動」に含まれていた。また、ＰＤＭに反映されていなかったＮＴＰ参加者（教員トレーナー）

に対するフォローアップ活動（成果５を得るための）とした。また、各項目を評価するため

の指標（Indicator）にも若干の修正を加えた。さらに、現行のＰＤＭにはターゲットグルー

プが記されていなかったが、関係資料などから「教員トレーナー」を対象としていることが

想定できたので、これについても明記した。

終了時評価用ＰＤＭに基づき、主な調査項目をまとめたのが表－２（p.92）である。
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表－２　主な検討項目

評価項目 確認事項

効率性

1. 成果の達成状況

2. 投入の妥当性

3. 他の協力形態とのリン

ケージ

4. プロジェクトの支援体制

目標達成度

1. プロジェクト目標の達成

度

2. 成果の達成がプロジェク

ト目標につながった度合

妥当性

1. 上位目標の妥当性

2. プロジェクト目標の妥当

性

3. プロジェクトデザインの

妥当性

4. 社会・経済的要因

効果

自立発展性

1. 制度的側面

2. 財政的側面

3. 技術的側面

4. 政策的側面

5. その他

1.1 ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣのＣ／Ｐの教員指導能力が向上したか。

1.2 ＮＴＰで訓練された教員トレーナーが行うＲＴＰによって地域レベルで指導的立場の教員の

能力が向上したか。

2.1 日本側の投入が遅延なく予定どおりの量が行われたか。

2.2 フィリピン側の投入が遅延なく予定どおりの量が行われたか。

3.1 パッケージ協力の他のコンポーネント（個別専門家派遣、協力隊、第三国研修等）の運営面、

技術協力面での連携は適切に行われたか。

3.2 国際機関や他の政府援助機関による協力とのリンケージはあったか。

4.1 ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣの各種運営委員会議は適切に機能したか。

4.2 プロジェクト実施に関わるＤＯＳＴ、ＤＥＣＳなど関連省庁との連携は十分になされたか。

1.1 ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣは初中等理数科教師のトレーナーを養成する優秀な機関となり

得たか。

1.2 機材の維持管理が容易か。

1.3 訓練されたＣ／Ｐはプロジェクト終了後もＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣに定着するか。

2.1 ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣのＣ／Ｐの教員指導能力が上がったことで国レベルでの教員ト

レーナーの質・量は向上したか。

2.2 ＲＴＰに対する技術支援、助言という形で地域レベルの指導的立場の教員養成をバックアッ

プしたことは、地域レベルでの教員トレーナーの質・量の向上に貢献したか。

1.1 初中等理数科教師の養成はプロジェクト開始後４年半が経過した現在もフィリピン政府の国

家政策に合致しているか。

1.2 全国の初中等理数科の教員の質を向上させるという上位目標は学校レベルの理数科教員の

ニーズに合致しているか。

2 「ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣを初中等理数科教師のトレーナーを養成する優秀な機関とす

る」プロジェクト目標は、評価時においても妥当であるか。

3 上位目標、プロジェクト目標、成果、投入の相互関連性においてプロジェクトデザインは妥

当であるか。

4 計画時になかった社会・経済的変化が事業実施中にあったか。

1 プロジェクト目標の他に、プロジェクト実施によってもたらされたプラス及びマイナスの効

果があったか。

2 上位目標はどの程度達成できたか。

3 上位目標の他にＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣの教員訓練能力が向上したことによってもたら

されたプラス及びマイナスの効果はあったか。

1.1 プロジェクト終了後、政府の初中等理数科教師訓練に対する支援は期待できるか。

1.2 ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣの運営管理能力はプロジェクト終了後も組織を維持するに十分

なものになっているか。

1.3 ＤＯＳＴ、ＤＥＣＳ等の省庁、関連機関の協力は、プロジェクト終了後も得られるか。

2.1 ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣの予算は、プロジェクト終了後も確保されるか。

2.2 機材の部品は安価で入手が容易か。

2.3 ＤＥＣＳはＲＴＰを実施し続ける財政的基盤があるか。

3.1 訓練されたＣ／Ｐはプロジェクト終了後もＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣに定着するか。

3.2 施設・機材の維持管理体制は確立されたか。

4. ＲＴＰを実施することがＤＥＣＳの政策的な優先課題であり続けるか。

5. その他、活動を継続するために必要な条件はあるか。
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（2）情報収集

上述の評価デザインに添って、ＰＤＭ記載事項の実績データを中心に情報を収集した。使

用した主な情報源は以下のとおりである。

1） Ｒ／Ｄ・Ｐ／Ｏ・ＰＤＭなどのプロジェクト計画文書

2） 日本人専門家報告書

3） ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣによる各種報告書（Progress Report、ＮＴＰ実施報告書、

ＲＴＰモニタリング報告書など）

4） 日本人専門家への質問票（質問票は資料２．参照）

5） ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣカウンターパートの質問票

6） ＮＴＰ参加者への質問票（資料５．参照）及びモデル地域の１つ（Region XI）でのグルー

プディスカッション

7） 日本側・フィリピン側の投入に関する記録

（3）情報の分析

上述の情報源から収集した情報を表－２の主な検討項目に添って分析したものが評価結果

（資料６．参照）である。本評価報告書は、この評価結果に基づき執筆された。

（4）結論の導出及び報告

本評価調査の分析結果とフィリピン側で作成した Final Progress Report を基に日本側・

フィリピン側評価団の協議がもたれ、その結果を英文のミニッツ（資料１．参照）として取り

まとめ、署名・交換した。
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第４章　評価

４－１　計画達成度

４－１－１　投入実績

日本側、フィリピン側のそれぞれの投入実績は以下に示したとおりである。

（1）日本側投入

1） 専門家の派遣

1998年 12月現在で、長期延べ 15名、短期延べ 24名、計 39名の専門家（派遣専門家の

詳細リストは資料７．参照）が派遣された。専門家の分野別派遣実績は表－３のとおり。

表－３　日本人専門家派遣実績（1994～ 1998年）

専門家数（Ｌ：長期、Ｓ：短期、Ｔ：合計）
合　計

1994年 1995年 1996年 1997年 1998年

Ｌ Ｓ Ｔ Ｌ Ｓ Ｔ Ｌ Ｓ Ｔ Ｌ Ｓ Ｔ Ｌ Ｓ Ｔ Ｌ Ｓ Ｔ

チームリーダー 1 1 * * * * 1 1

業務調整 1 1 * * 1 1 * 2 2

初等理科 2 2 1 1 2 *1 1 2 *1 1 * 3 4 7

初等算数 1 1 * 1 1 2 * 2 1 3

中等地学 2 2 1 1 * 1 1 1 1 2 3 5

中等生物 1 1 * 1 1 * 1 1 * * 1 2 3

中等化学 1 1 1 1 2 * 1 1 * 1 1 * 1 4 5

中等物理 1 1 2 * 1 1 * * 1 2 3

中等数学 1 3 4 * 1 1 * 2 3 5

モニタリング評価 1 1 1 1 1 1 2 2 5 5

合計 4 6 10 5 8 13 2 7 9 4 3 7 15 24 39

*：同一人物の継続派遣については２年目以降、計上せず。

2） 機材供与

５年間（1998年度（平成 10年）見積額を含む）で総額１億1351万 8000円（約3039万 1411

ペソ）の機材と書籍が供与された。主な供与機材は、調査と指導用の実験機材、文書作成

のためのコンピュータなどである。
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3） 研修員受入れ

1998年 12月現在までに延べ 18名を受け入れた。分野別・年度別の研修員受け入れ実

績は表－４のとおりである。期間は中等地学で６か月の受け入れが１名あった以外は、

１～３か月の短期であった。

表－４　研修員受入れ実績（1994～ 1998年）

派遣人数
派遣時期

初等理科 初等算数 中等地学 中等生物 中等化学 中等物理 中等数学 評　価 合　計

1994.６-1995.３ 1（1） 1（1）   1（1.5） 1（1） 4

1995.４-1996.３ 1（2） 1（2） 1（3） 1（2） 1（3） 5

1995.11-1996.10 1（2） 1（3） 1（6） 1（3）   1（1.5） 5

1997.４-1998.９ 1（2） 1（3） 1（2） 1（3） 4

合　計 3 2 3 2 2 2 2 2 18

カッコ内の数字は研修期間（月）

出所：“SMEMDP Final Progress Report 1994-1998”UP-ISMED-STTC

4） ローカルコスト負担

５年間（1998年度見積額を含む）で総額 7640万 8000円を負担した（表－５）。

表－５　ローカルコスト負担実績

単位：1000円

費　目 1994年度 1995年度 1996年度 1997年度 1998年度 合計

一般現地業務費 11,500 6,820 8,820 7,791 4,500 39,431

中堅技術者養成対策費 9,520 8,160 5,400 3,240 26,320

現地語教科書作成費 1,208 1,201 1,484 1,300 5,193

視聴覚教材作成費 3,784 1,680 5,464

合　計 11,500 21,332 19,861 14,675 9,040 76,408

（2）フィリピン側投入

1） 人員の配置

プロジェクト実施期間中、ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣのスタッフとして、カウン

ターパートとサポートスタッフが年間 105～ 117名配置された。1994年から 1998年に配

置された人員の内訳を表－６に示す。
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表－６　ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣの人員配置（1994～ 1998年）

1994年 1995年 1996年 1997年 1998年

分類
研究員

運営ス
研究員

運営ス
研究員

運営ス
研究員

運営ス
研究員

運営ス

タッフ タッフ タッフ タッフ タッフ

常勤 35 41 37 43 45 41 43 41 47 51

契約 12 17 13 17 13 16 13 18 7 12

合計 47 58 50 60 58 57 56 59 54 63

出所：“SMEMDP Final Progress Report 1994-1998”UP-ISMED-STTC

2） 運営コスト負担

ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣの通常予算として、５年間に約 7200万ペソが拠出され、

人件費・設備維持管理費等のオーバーヘッドコストにあてられた。また、フィリピン政

府から海外援助プロジェクトに対するカウンターパート資金（ＦＡＰＳ）として、５年間

に約1900万ペソが拠出され、トレーニングの準備・実施費用、教材費の一部に使われた。

ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣの予算の推移は表－７に示すとおりである。

表－７　ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣの予算推移（1994～ 1998年）

（単位：ペソ）

1994年 1995年 1996年 1997年 1998年

通常予算 8,986,000 12,943,000 14,945,000 13,839,000 21,602,000

ＦＡＰＳ 1,000,000 1,000,000 5,268,800 5,912,000 5,871,000

合　計 9,986,000 13,943,000 20,213,800 19,751,000 27,473,000

出所：“SMEMDP Final Progress Report 1994-1998”UP-ISMED-STTC

3） 施設

フィリピン側がプロジェクト実施に必要な事務所・実験室等の施設を提供した。また、

全国研修（ＮＴＰ）実施の際には、ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣ付属の宿泊施設も活用し

た。なお、ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣの施設は 1990年に日本の無償資金協力によって

建設したものである。

４－１－２　活動実績

本項ではプロジェクトの主な活動内容を成果ごとに概観する。活動は、ＮＴＰの準備・実施・

フォローアップを行うためのカウンターパートの各種能力向上のために実施された。
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（1）成果１「ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣのカウンターパートの基礎実験能力の向上」のため

の活動

日本人専門家により、カウンターパートに対する実験、プラクティカルワークに関する

技術移転が行われた。その結果、カウンターパートは身近で簡単な材料を使った簡易実験

器具（68 種）を開発するとともに、教員トレーナー訓練で使用・配布するための実験活動

シートや教員用実験ガイドを全科目合計で 539種作成した（科目別内訳は表－８参照）。

表－８　ＮＴＰで使われた活動シート・実験ガイドの数

科　目 初等理科 初等算数 中等地学 中等生物 中等化学 中等物理
中等数学 中等数学

合　計
（1-2学年）（3-4学年）

数 113 62 85 83 79 52 37 28 539

出所：“SMEMDP Final Progress Report 1994-1998”UP-ISMED-STTC

（2）成果２「ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣのカウンターパートの訓練カリキュラム、指導法、

教材開発能力の向上」のための活動

日本人専門家の指導の下、教員トレーナー訓練のためのカリキュラム、指導法、教材が

開発された。開発にあたっては、実験を繰り返すとともに複数の学校の教員に試験的に開

発した指導法や教材を使用してもらった。その結果のフィードバックを受けて内容を改訂

するという作業もなされた。

ＮＴＰで使われた教材についても参加者のコメントを受けて改訂作業を行った。その結

果、最終的に開発されたのが下記のものである。

・訓練カリキュラム 16種

・ビデオ教材 17種

・ポスター 14種

・スライド 3セット

・説明図 7種

・コンピュータソフト 5種

・簡易実験器具 68種

・ソースブック試作品 12種

・ソースブック完成版（Vol.1） 8種

・ソースブック完成版（Vol.2） 8種（1999年４月完成予定）
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（3）成果３「ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣのカウンターパートの機材維持管理能力の向上」の

ための活動

機材の使用方法・維持管理方法については、日常的に機材を使用した際に日本人専門家

がカウンターパートに指導した。機材の使用・維持管理は各科目のワークグループの責任

で行われ、ワークグループごとに１名ずつ実験室の管理責任者を置いて維持管理の徹底を

図った。さらにすべての機材の使用頻度と保存状態は台帳で管理された。活用度は機材に

よってばらつきがあり、日常的に使うものから、ＮＴＰなどのトレーニングの際に月に数

回使うものもあるが、記録は適切になされている。

（4）成果４「ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣのカウンターパートの科目ごとの教員訓練プログラ

ム計画・運営能力の向上」のための活動

ＤＥＣＳ・ＤＯＳＴ・ＣＨＥＤ・ＮＥＤＡなどの関連機関との協議、調整を経てＮＴＰ

の実行計画及び参加者の選定基準が策定された。参加者の人選は、設定された選定基準に

基づいて各リージョンのＤＥＣＳが行った。カウンターパートは日本人専門家の指導を受

けて、ＮＴＰのカリキュラムを準備し、ＮＴＰを実施した。年４科目で４年間にわたり計

16コースのＮＴＰを実施し、参加者の総数は 929名であった（表－９参照）。これは１コー

ス当たり 60名で、16コース計 960名を訓練するという当初の計画をおおむね達成したもの

である。

表－９　コース別ＮＴＰ参加者数（1995～ 1998年）

1995年 1996年 1997年 1998年 合計

初等理科 60 55 115

初等算数 60 55 115

中等地学 60 54 114

中等生物 57 54 111

中等化学 59 58 117

中等物理 55 62 117

中等数学１＆２ 57 63 120

中等数学３＆４ 58 62 120

合計（目標人数に対する割合（％）） 237（99％） 229（95％） 218（91％） 245（97％） 929（96％）

出所：“SMEMDP Final Progress Report 1994-1998”UP-ISMED-STTC
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（5）成果５「ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣのカウンターパートによってＮＴＰで訓練された教

員トレーナーが地方研修（ＲＴＰ）を行うための技術支援が行われる」ための活動

a） ＮＴＰ参加者を含む 2000名強のＲＴＰ教員トレーナーをＲＴＰ実施中にモニターし、

技術支援を行った（Follow-through活動）。Follow-throughは 1996～ 1998年にわたり全

リージョンを対象に行われ、１教科平均６リージョン、３日間程度実施された（表－ 10

参照）。

表－ 10　Follow-throughでモニターした教員トレーナーの数

科目
初等理科 初等算数 中等地学 中等生物 中等化学 中等物理

中等数学 中等数学
合計

リージョン １＆２ ３＆４

I 67 67 18 16 168

II 56 36 92

III 61 56 41 20 33 211

IV 95 90 31 33 249

V 57 55 72 66 29 28 28 25 360

VI 77 73 54 48 27 28 31 29 367

VII 19 55 74

VIII 29 34 31 94

IX 33 33

X 28 28 27 27 110

XI 35 35 28 29 31 36 35 35 264

NCR 22 25 47

CAR 24 27 22 15 88

ARMM 17 23 40

合計 383 375 391 351 176 180 165 176 2197

出所：“SMEMDP Final Progress Report 1994-1998”UP-ISMED-STTC

b） 1995年から 1998年まで毎年 10月にＮＴＰ参加者のためのセミナーワークショップを

開催した。これは、ＲＴＰ実施前にＮＴＰ参加者が教員トレーナーとしての準備をする

のを支援するとともに、地域の中心的政府職員による次年度のＲＴＰ企画・準備を促進

することを目的として行われたもので、４年間で 536名が参加した。

c） その他、教員トレーナーにモニタリングの結果をコメントとして送付し、技術向上を

促して、ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣに送られた問い合わせに回答するなど、形での支

援を行った。
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４－１－３　成果

成果とはプロジェクト目標を達成するために実現しなければならない複数の事柄、と定義さ

れている。本プロジェクトでは４つの成果が当初から設定されていたが、計画を実施していく

過程で追加されたと思われる実現すべき成果を、今回の評価を行うにあたって１つ付け加えた。

この項では、ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣのカウンターパートの①基礎的実験能力、②訓練カ

リキュラム、指導法、教材開発能力、③機材維持管理能力、④教員訓練プログラム計画・運営

能力、⑤ＮＴＰで訓練された教員トレーナーに対する技術支援能力が、それぞれ向上したかに

ついて検討することとする。

（1）トレーニング準備及び実施に係る成果（成果１～４）

上述の①～④の能力向上については、ＮＴＰの計画、準備、実施の課程で、オンザジョ

ブ・トレーニング（ＯＪＴ）という形で日本人専門家からカウンターパートに技術移転され

た。活動の項で既に述べたとおり、①の基礎的実験能力に関しては、簡易実験器具や実験

活動シート・教員用実験ガイドを作成し、それによってカウンターパートの能力も向上し

た。②についても各種訓練カリキュラム、指導法、教材開発能力を開発する過程で日本人

専門家の指導を受け、カウンターパートの能力が向上した。③の機材維持管理は、ワーク

グループごとに管理責任者を置いて適切に行われるようになった。カウンターパートのこ

れらの能力が向上した結果、５年間で 16コースのＮＴＰが実施され、929名の教員トレー

ナーが養成された。ＮＴＰの参加者に対して、毎回行われたアンケート調査では、ＮＴＰ

の総合評価は５段階評価で 4.3以上といずれの科目でも高く、また各科目とも１回目より

２回目のＮＴＰの方が参加者から高い評価を得ており、カウンターパートのプログラム計

画・運営能力が向上した（成果４）ことを示している。（表－ 11参照）

表－ 11　ＮＴＰ参加者による総合評価

1995年 1996年 1997年 1998年

回答者数 235 213 207 233

科目 初等理科、初等算数、 中等化学、中等物理、 初等理科、初等算数、 中等化学、中等物理、

中等地学、中等生物 中等数学 1&2、3&4 中等地学、中等生物 中等数学 1&2、3&4

評価平均 4.5 4.3 4.6 4.5

目標達成度 4.5 4.5 4.7 4.6

技術、理論の理解、 4.4 4.1 4.6 4.3

活用可能性

トレーナーの能力、 4.4 4.3 4.7 4.5

内容、施設、運営

出所：“SMEMDP Final Progress Report 1994-1998”UP-ISMED-STTC
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ＮＴＰ実施のためにカリキュラム、トレーニングマニュアル、ソースブック、各種教材

を開発する過程で、カウンターパート自身が実験・観察を行い、データの集積、分析を行っ

た。カウンターパートは担当科目の専門知識は豊富だが、実験・観察はほとんど行ったこ

とがなかった者が多く、プラクティカルワーク・アプローチ（ＰＷＡ：実践的訓練方法）に

関するトレーニングプログラムを作成しつつ、彼ら自身がＰＷＡを学び、実験能力を向上

させていった。教材はすべて、実用性、学ぶ過程の楽しさ、教育効果を考慮に入れて開発

され、教員トレーナーのためのソースブックでは、これらの教材を活用してプラクティカ

ルワークに関するトレーニングを行う方法が記された。ＮＴＰのために開発された簡易実

験器具やソースブックは高い評価を受けたため、現在、簡易実験器具は低価格で学校教員

に販売され、ソースブックも市販化の計画がある。

専門家は、カウンターパートの実験能力、意欲や主体的考察の姿勢に向上が見られたと

評価している。また、カウンターパート自身もＰＷＡに関する能力や知識が向上した、今

まで知らなかった実験機材の維持管理の方法と重要性をも学んだ、教員トレーナーを指導

することにより指導者としての自信がついたなど、プロジェクトにより能力が向上したと

自覚している。しかし、専門家からは、カウンターパートは専門家が開発したものや紹介

したものを研究し、多少の改変を加えてトレーニングで提供する能力は向上したが、自ら

新しい実験を考察する能力までは身に付いていないとの指摘がある。教員トレーナー用に

開発した教材を更に学校教員用にかみ砕いて開発するニーズが高いが、そのためには、カ

ウンターパートが複雑な概念を理解できるように学校レベルで行える簡単な実験を考察し

なければならず、今後、彼ら自身におけるより一層の努力と研究が必要である。

（2）教員トレーナーへの技術支援に係る成果（成果５）

成果（5）の教員トレーナーへの技術支援については、活動の項で述べたとおり、教員ト

レーナーに対する Follow-throughやセミナーワークショップを実施している。また、ＮＴ

Ｐ参加者全員に科目ごとのソースブックを２冊ずつ配布し、使用した上で１冊にコメント

を入れて返送させ、コメントに基づいて修正したものを彼らに再送した。これは、ソース

ブック改訂に参加者の視点を入れたこと、ＮＴＰ後に参加者との関係を継続し、フォロー

する体制を用意した点で評価できる。さらに、ＵＰ－ＩＳＭＥＤ内に Learning Resource

Facilitiesを整備し、訪問した教員や児童生徒がプロジェクトで開発したＰＷＡ実施のた

めの教材を体験できるようにしたことで、見学者がより具体的なイメージをもつことに貢

献した。このように、教員トレーナーや教員に対するＮＴＰ以外での技術支援の努力は、

様々な形でなされたが、広範囲な活動は資金や人材の不足で十分には行えなかった。カウ

ンターパートに対する本評価調査の質問票への回答でも、５段階評価で平均が４を超えな
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かった項目は「教員トレーナーに対する技術支援、モニタリング」の達成度だけである

（3.7）。Follow-throughは、全体としてはすべてのリージョンで行っているが、科目ごとに

は全国を網羅しておらず、さらに訪問したリージョンでもすべてのＲＴＰのセッションを

視察することはできなかったとカウンターパートが回答している。より効率的な Follow-

throughのためには、当プロジェクトとＤＥＣＳリージョン事務所・ＲＳＴＣの連携がもっ

と図られるべきだったとの反省の声もあがっている。

なお、地方でのソースブックの活用頻度が高く、ＮＴＰで配られたものを、そのまま部

分コピーして授業で使っているケースが多くなっているが、本来「教員トレーナー」用に開

発されたソースブックをそのまま授業で用いることは、難度や授業時間配分などの点で問

題である。活用頻度の高さから、この種の情報が学校現場で不足し、必要とされているこ

とを示しているが、誤って用いられないよう注意しなければならない。

４－１－４　科目ごとの計画達成度（活動と成果）

（1）理科

1） 活動

理科５教科（初等理科／中等物理・中等化学・中等生物・中等地学）について、以下の

ように当初計画で列記されている内容に係る活動が行われている。

a） ＩＳＭＢＤ－ＳＴＴＣのスタッフへの技術移転

理科５教科の基礎実験及び実習にかかるＯＪＴが実施された。

各教科グループに所属する専門家とカウンターパートとスタッフは、夏期に実施さ

れるＮＴＰの構想、計画、準備を中心に、供与機材と購送機材を使った技術移転を行っ

てきた。

b） ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣスタッフのトレーニング

具体的には、ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣの各教科スタッフに対して、①実験マニュアル

の開発のためのトレーニング、②指導方法及び教材開発のためのトレーニングが実施

された。

これについては、上記 a.と関連してＮＴＰを実施するためにも必須の事柄である。

そのため実験と実習を繰り返す過程を通じて、ＮＴＰ参加者向けに一連の実験マニュ

アルが制作されきた。それらは、以下のように各教科のソースブックの形に集約され

て刊行されている。
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c） ソースブックの制作と刊行

①初等理科ソースブック１（試作版 -1996年）、ソースブック１（最終版 -1997年）、

ソースブック２（試作版 -1998年）

②中等物理ソースブック１（試作版 -1997年）、ソースブック１（最終版 -1998年）

③中等化学ソースブック１（試作版 -1997年）、ソースブック１（最終版 -1998年）

④中等生物ソースブック１（試作版 -1996年）、ソースブック１（最終版 -1997年）、

ソースブック２（試作版 -1998年）

⑤中等地学ソースブック１（試作版 -1996年）、ソースブック１（最終版 -1997年）、

ソースブック２（試作版 -1998年）

d） 短期訓練プログラムでの活用

制作した指導方法と教材をＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣが提供する短期訓練プログラムで

使用するほか、地方の学校でも試用された。

ソースブックの実験観察ユニットは、ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣで実施される短期訓練

プログラムで盛んに使用され、後述のようにすべての夏期ＮＴＰ、すなわちリーダー

トレーナーを対象にした３週間の訓練プログラムで、実際に使われた題材を対象とし

たものである。地方研修プログラム（ＲＴＰ）でも活用されている。

e） ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣスタッフの研究活動

これらの一連の展開で、現地側スタッフには、教員訓練のためのカリキュラムの策

定、実験マニュアルの制作、教材の開発など関連する開発研究などが十分に経験でき

ている。その内容は、本プロ技協が開始される以前の段階では想像できなかったほど

に進歩している。

f） 教員訓練コース実施計画の策定と実施、参加リーダートレーナーの選定

本プロ技協の主要な活動である全国研修ＮＴＰは、計画どおり、1995年、1997年に

初等理科、初等算数、中等生物、中等地学の４コースが実施された。また1996年、1998

年に中等物理、中等化学、中等算数Ⅰ、中等数学Ⅱの４コースが実施された。これに

は、15行政区から各教科ごとに４名ずつ選定され、また、各年240名の４年間で960名

の計画だったが、当初計画の 960名の約 97％に当たる 929名が研修を受講した。

g） 訓練コースの教材・機材の準備、実施、評価テストの作成と実施

訓練コースの教材・機材の準備を行い、訓練コースを実施し、事前と事後テストが
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実施されてきた。参加リーダートレーナー向けに①受講教科の研修内容、②研修目的、

③研修方法、④研修環境、⑤講師、⑥時間配分などに関する６段階評価で、教科間の

多少の差異はあるが、4.3～ 4.7と好結果を示している。

h） フォロースルー活動とモニタリングの実施

地方研修とリーダートレーナーの活動は、ＤＥＣＳでも行っているが、カウンター

パートと専門家が行政地域を訪問して、フォロースルー活動とモニタリングを行って

いる。また、全国研修ＮＴＰの半年後に参加者のうち代表者をＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣ

に招いて地方研修向けに準備された教材を使うデモ授業を通じ、具体的な指導助言を

行っている。

2） 成果

a） ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣスタッフの基礎実験、実習指導、教材開発能力の向上

上記の一連の活動を通じて、理科の５教科に共通してスタッフの実験観察のための

基礎能力は確実に向上している。具体的には、専門家からの技術移転によるものだけ

ではなく、更に身近な材料を工夫したり、できる限り分かりやすい制作方法などを考

案していることが、とても顕著にみられる。

また、ソースブックを執筆することによって、繰り返し実験することや、データを

収集・分析すること、資料写真の撮影やスケッチなどの能力も確実に向上してきてい

る。本プロ技協の最終段階に到達しており、総合的に能力が高くなってきている。今

後は、これまでの専門家からの技術移転によるものだけではなく、新しい開発研究な

どについても期待ができる。

b） カリキュラム、指導方法、教材開発能力の向上

世界的な視野に立つと、ポスト冷戦後の新時代に向けて、科学教育の新しい思潮が

生まれてきている。その動向についても、スタッフの多くはいち早く認識をしている。

これには、情報化社会であることと、すばやい英語文化へのアクセスがみられる。

ただし、具体的・現実的な対応については、日本も同じ状況であるが、新しい思潮

に対応した新しい科学教育の展開に向けて、今後、彼らの活躍が期待されるところで

ある。

c） 機材運用、維持管理能力の向上

機材運用と維持管理についても専門家が自ら手本を示して取り組んできたことによ
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り、多種多様な機材、実験器具、観察材料、などを含む成果物のディスプレイが有機

的に整えられている。また、多くの新しい実験器具が開発され、円滑に活用される状

態に到達している。

d） 教員訓練コースの計画と実施への高い能力の獲得

本プロ技協の終了後、しばらくの間は、日本側の投入した機材、実験方法、また、ス

タッフが制作したソースブックの利用などと、それらの修正についての活動が今後、

活発に行われるものと思われる。そして、それを通じて自らの能力で、更に多様性と

バランス感覚を兼ね備えた訓練コースの構想と計画推進が望まれる。

これらは本プロ技協が終了したあとも、何らかの形で日本側との連携を検討する必

要があると思われる。

（2）算数・数学

1） 活動

数学２教科（初等算数／中等数学）について、以下のように当初計画で列記されている

内容に係る活動が行われている。

a） ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣのスタッフへの技術移転

数学２教科におけるＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣのスタッフへの技術移転は主として派遣

された専門家によるものとカウンターパート研修員の日本への受け入れによってなさ

れた。各強化グループに所属する専門家とスタッフは、夏期に実施される全国研修

（ＮＴＰ）の構想・計画・準備を中心に、供与機材、供与教材・教具などを使った技術

移転が実施された。

b） 派遣専門家による技術移転

① 長期：本プロジェクトにおけるＥＳＭ（初等算数）に関する専門家派遣は２名であ

る。そのうち１名は、1994年９月に派遣され、1995年８月まで滞在した倉井庸維

氏であり、もう１名は 1996年４月に派遣され、1998年３月まで滞在した川村泰宏

氏である。一方、ＨＳＭ（中等数学）に関する専門家派遣は２名である。そのうち

１名は、1995年５月に派遣され、1996年６月まで滞在した高橋進氏であり、もう

１名は 1997年８月に派遣され、1999年５月まで滞在予定の増田幹夫氏である。英

語力について、若干の問題があったが、技術移転についてはおおむね計画どおり

になされた。

② 短期：本プロジェクトにおける短期専門家は、ＨＳＭ（中学数学）に関する３名で
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ある。清水克彦氏（関数電卓活用法）、一ノ瀬公義氏（ポスター・教具などの作製）、

清水静海氏（学習指導法）の３名であり、本プロジェクトの遂行上、長期派遣専門

家との連携により一定の成果を上げることができた。

c） カウンターパート研修員の日本受入れによる技術移転

① カウンターパートスタッフの状況：当初に比べ、質・量ともに充実され、よい傾

向にある。今後は質の面で一層の向上が期待される。スタッフはＥＳＭ（初等算

数）、ＨＳＭ（中等数学）ともに、若年層が多く、将来が楽しみである。したがっ

て、彼女たちが長期にわたって、この仕事に従事できることを期待したい。

② カウンターパート研修員の受入れ：４名のカウンターパート研修員を受け入れて

いる。いずれも、筑波大学教育学系数学教育研究室（清水）で研修した。すなわち、

初等算数担当の N. G. Cajilig氏、E. Gabriel氏、中等数学担当の S. Ulep氏、

J. Kathy氏である。カウンターパート研修員の受け入れについては、専門家やカ

ウンターパートのいずれからも、その必要性が指摘され、滞在期間の延長や派遣

人数の拡大について強い要請もあったが、よい成果を上げることができた。例え

ば、専門家が技術移転する際、その内容や趣旨の理解において、未研修のカウン

ターパートに比べて、研修を経たカウンターパートの方が格段に優れていること

などが指摘されていた。また、カウンターパートからも同様の趣旨の指摘があり、

日本での教材開発及び授業の実地観察の研修は、彼女らの専門的資質・能力の向

上に役立っていると実感しており、派遣前後での変容が著しく、本プロジェクト

の遂行上、必要欠くことのできない重要な役割を担う事業となった。

なお、日本における研修では、研修計画と学習指導計画の作成の仕方を検討するこ

とや、また、教育の現場を観察し、基本的な技術を習得することなどに重点を置いて

指導された。

d） ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣのスタッフのトレーニング

ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣのスタッフに対して、具体的には①学習指導案／学習指導マ

ニュアルの開発のためのトレーニング、②指導方法／教材開発のためのトレーニング

が実施された。これらは、上記 a.と関連して、全国研修を実施するうえで必須の事柄

である。そのため、実習や実験授業を繰り返す過程を通じ、全国研修参加者向けに c）

にまとめたような各種の成果物が作成された。
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e） 各種成果物

① ソースブックの制作と刊行

・初等算数ソースブック１ （試作版 -1996年）、ソースブック１（最終版 -1997年）

・初等算数ソースブック２ （試作版-1998年）、ソースブック２（最終版-1999年予

定）

・中等数学Ⅰソースブック１（試作版 -1997年）、ソースブック１（最終版 -1998年）

・中等数学Ⅰソースブック２（試作版-1999年予定）、ソースブック２（最終版-2000年

予定）

・中等数学Ⅱソースブック１（試作版 -1997年）、ソースブック１（最終版 -1998年）

・中等数学Ⅱソースブック２（試作版-1999年予定）、ソースブック２（最終版-2000年

予定）

② ポスター

・初等算数「立体図形の構成」（1997年）、「三角形の内角の和」（1998年）、「筆算のア

ルゴリズム」（1988年）

・中等数学「図形の観察（Ripples）」（1998年）、「数学的概念と問題解決」（1999年予定）

③ ＶＴＲテープ

・初等算数「折り紙」（1995年）、「測定用具の活用」（1995年、1996年）、「Cabliソフ

トを利用したコンピュータ図形学習」（1996年）

f） ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣによる短期訓練プログラムでの成果物の活用

ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣによる短期訓練プログラムで古くから実施されているものは

‘ISMED short term courses’で、参加者の数学的リテラシーの向上と学習指導法の

改善を目指すものであり、その際の資料として成果物が有効に活用されている。

ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣ近隣の参加者には試作教材や教具の試用や開発された学習指導

案に基づく実験授業などが実施され、教材・教具や学習指導案の質的向上に役立てて

いる。

g） ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣスタッフの研究活動

これらの一連の展開で、ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣスタッフは、算数・数学科教師訓練

のためのカリキュラムの開発、学習指導案の作成、教材・教具の開発などの関連する

開発研究を十分に経験できている。これらの面で、彼女らの資質や能力は本プロ技協
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が開始される以前の段階に比べて格段に進歩している。

h） 教師訓練コース実施計画の策定と実施、参加リーダートレーナーの選定

全国研修は各教科とも４年間に２回ずつ実施した。当初、各教科とも15行政区から

４名ずつ選定され、各回とも 60名で実施する計画が策定された。全体では当初計画の

97％が研修に参加した。数学の２教科についてみると表－12のようになる。初等算数

は若干計画の数値を下回っているが、中等数学は計画の数値を実現している。

表－ 12　算数・数学の教師訓練コース

教科 参加者数 参加率

初等算数 60名（1995）　＋　55名（1997）　＝　115名 96％

中等数学Ⅰ 57名（1996）　＋　63名（1997）　＝　120名 100％

中等数学Ⅱ 58名（1996）　＋　62名（1997）　＝　120名 100％

i） 教師訓練コースの教材などの準備、実施、評価テストの作成と実施

教師訓練コースの教材などの準備を行い、教師訓練コースを実施し、事前と事後の

テストが実施されてきた。例えば、初等算数における1997年のコースでの事前・事後

の評価テストの相違を見ると、平均で 42.6％（事前）から 67.8％（事後）と相対的に見

て（67.8÷ 42.6＝ 1.59）、約 60％の伸びを見せており、参加者の資質向上に貢献して

いることが分かる。また、参加者に質問紙調査（研修目的、研修内容、研修方法、研修

環境、講師、時間配分など）で研修プログラムの評価をしてもらっている。それによる

と、教科間での若干の差異はあるが、５段階評価で 4.3～ 4.7と好結果を得ている。

j） フォロースルー活動とモニタリングの実施

地方研修とリーダートレーナーの活動は、ＤＥＣＳでも行っているが、カウンター

パートと専門家が行政地域を訪問して、フォロースルー活動とモニタリングの実施を

している。また、全国研修の半年後に参加者の中から代表者を、ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣ

に招き、地方研修向けに準備された教材を使う実験授業を通じて具体的な指導助言を

行うとともに、次回の全国研修プログラムの改善への情報を得ることにしている。

2） 成果

成果については、①成果物（ソースブック、ＶＴＲテープ、ポスター、自作教具・学習

具）、②指導計画（Lesson plan）に基づくＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣスタッフによるデモンス
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トレーション、③ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣスタッフへの質問紙調査とヒアリングに基づき、

以下のようにまとめることができる。

a） 総括

発足当時、デモンストレーションも思うようにいかず、学習指導計画（案）の作成も

十分でない状況にあったが、カウンターパートと専門家（長期・短期）の継続的な努力

により、格段と進歩してきた。カウンターパートの自己評価とデモンストレーション

からみて、当面の目標は実現でき、基盤は確立されたとみてよい。

今後はこれまでの実績を生かして、カウンターパートの自助努力により、更に資質・

能力を高める努力を期待したい。そのため、希望者については我が国での研修（大学院

レベル）において、国費派遣枠の確保など側面からの支援を行い、研修の機会を拡大

し、研究者として対等に交流ができるよう自信と能力を高める必要がある。

b） 実験・実習能力、教材・カリキュラム開発能力及び機材・教具の運用能力の向上

実験・実習能力は確実に高まってきており、その必要性に対する認識なども深まっ

ている。また、教材・カリキュラム開発能力や、各指導事項（トピック）についての教

材等の開発能力も高まっている。今後、子どもの発達段階や指導事項相互の関連にも

配慮して、より広く、高い視野から系統的に構造化できるよう自己研修（自助努力）す

ることなどを期待したい。さらに、機材・教具の運用能力については、確実に高まっ

ており、その必要性に対する認識も深まっている。

c） 全国研修独自計画・運営能力と地方研修への技術支援能力の向上

全国研修（ＮＴＰ）の独自計画・運営能力については、独自で計画・運営できる状況

にまで高まり継続への意欲も強くなっている。しかし、他の仕事量の増加や財政面で

の裏付けによる不確実さなどにより、実行を危ぶむ声もあるので、スタッフの充実や

仕事量の調整及び財政面での確かな裏付けができるよう当局に進言する必要がある。

また、ＲＳＴＣにおける教員トレーナー養成のための技術支援能力も確実に高まって

おり、その必要性に対する認識も深まってきている。ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣ近郊の全

国研修参加者を中心とした組織をつくり、try-outの実績を積み上げてきており、地方

への技術支援への自信と意欲が高まっている。したがって、今後、こうした活動を継

続するための時間と財政の確保が課題である。



- 110 -

3） 提言

a） 指導方法・教材・カリキュラムの開発については、更なる質の向上を

指導方法・教材・カリキュラムの開発については、更なる質の向上が望まれる。例

えば、内容を facts-orientedから process or idea-orientedに転換することや higher

order thinking skillの育成にふさわしい指導方法・教材・カリキュラムを開発する

ことが望まれる。これらのため、今後自己研修の機会を確保し、スタッフ自ら資質・能

力の向上に励むことができる機会を設定するとともに、希望者には洋の東西を問わず、

大学院レベルでの教育を受ける機会を拡大することが必要になる。

b） 算数・数学教育を改善する視点

① 子ども・教師の数学観の転換を図ること

子ども・教師がこれまでに抱いている数学観は facts & drill-orientedのよう

である。この狭い数学観を改め、日常の事象の解決に対する数学の有用性や思考様

式の形成への貢献などに係るものにする必要がある。

② 「なぜ、process-skillsか」についての考え方を確立すること

初等算数・中等数学のデモンストレーションでの強調点に、例えば、問題解決に

おいて、子どもたちに多様な接近方法を認めるなど、帰納的・間接的な接近方法を

協調することがある。さらに、それらの教育的価値を明らかにし、基本的な考え方

を確立し、それらを普及させるように徹底する必要がある。

③ 体系的・組織的なカリキュラムの開発ができるようになること

子どもたちの発達段階（初等算数）や純粋な数学の系統（中等数学）や指導事項につ

いて、相互の関連に配慮し（初等算数・中等数学）、体系的・組織的なカリキュラム

の開発ができるようにしたい。そのためには、自己研修の促進や短期専門家の投入

などについて検討する必要がある。

c） 算数・数学教育を改善するための相互協力体制の確立

本プロ技協によりＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣスタッフの資質・能力は確実に向上してお

り、多くのスタッフが学位取得に向け、意欲的に取り組む状況に変わりつつある。近

い将来、既に触れたようにＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣは、国立の研究機関に昇格する可能

性が高まっている。こうした状況のなかで、今後は、ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣスタッフ

と我が国の研究者が対等に研究を遂行できる環境が整っていくであろう。過去５年間
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の人的財産を活用し、更なる相互協力でより質の高い算数・数学を構想できるよう、ま

た、算数・数学教育を改善するための相互協力体制の確立を模索したい。

４－１－５　プロジェクト目標の達成状況

プロジェクト目標とは、「プロジェクトの実施によりプロジェクト終了時に達成が期待される

目標」と定義されている。「ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣが初中等理数科教員トレーナーを養成

する優秀な機関となる」という本件のプロジェクト目標は、下記の指標が示すとおり、十分に達

成された。

表－ 13に示すとおり、ＮＴＰ参加者に対して行った事前テストと事後テストの結果を比較す

ると、中等生物の 23.5％の増加を筆頭に、すべての科目でスコアの上昇がみられ、参加者の能

力がＮＴＰによって向上したことが判明した。

表－ 13　ＮＴＰ参加者事前テスト、事後テストの結果

教科 ＮＴＰ開催年 事前テスト平均解答率（％） 事後テスト平均解答率（％）

初等理科 1997 48.5 69.7

初等算数 1997 42.6 67.8

中等地学 1995 診断テスト実施

1997 29.8 60.4

中等生物 1997 57.3 80.8

中等化学 1998 44.3 69.3

中等物理 1996 39.4 55.4

1998 28.8 50.1

出所：“SMEMDP Final Progress Report 1994-1998”UP-ISMED-STTC

また、ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣに対して複数の学校や海外からも教員養成プログラム実

施の要請があるなど、ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣが教員トレーナー養成機関として、定評が

高まっているといえる。

本評価調査のカウンターパートへの質問票の回答では、自分たちは元来理数科分野において

高い能力をもっているとの自負をのぞかせつつ、プロジェクトのおかげでより高度な能力を身

に付けることができ、プロジェクト目標を十分に達成したと述べている。カウンターパートに

よるプロジェクト目標の達成度の評価は５段階評価で平均 4.5となっている。

４－１－６　上位目標

上位目標とは、プロジェクト目標が達成された結果として達成が期待される開発効果と定義



- 112 -

されている。本プロジェクトの上位目標は「フィリピンの初中等理数科教師の教授能力が当プロ

ジェクトで訓練された教員トレーナーによるトレーニングを通じて向上する」ことであった。言

い換えれば、ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣが行うＮＴＰは、リージョン・ディビジョン・学校

レベルに波及していく教員訓練の始点になることが期待されていた。

1996年４月から 1997年３月の間に、パッケージ協力に３つのモデル地域（リージョンV、VI、

XI）では１万 6430名の初等理数科教員、6772名の中等地学、生物教員がＲＴＰ、ＤＴＰで訓練

を受けたことが分かっている。これらは３つの地域の理数科教員総数のおよそ 12％前後を占め

る人数であり、パッケージ協力の他スキームでの活動と相まって、モデル３地域では、初中等

理数科教員の能力向上に貢献したといえる（表－ 14参照）。また、表－ 15からは、モデル３地

域での初等理科、初等算数、中等地学、中等生物のＲＴＰの参加者の1996～ 1998年の３年間の

合計が、各科目 300名弱ということが分かる。しかし、他の地域についてはＮＴＰ参加者によ

るＲＴＰが、どの程度実施されたかが正確に把握されておらず、訓練された教員の数も分から

ないため、ＮＴＰがそれらの地域にどの程度のインパクトをもたらしたかを特定することは、

現時点では困難である。

表－ 14　1996年４月～ 1997年３月期のモデル３地域エコートレーニング参加者

初等教育レベル

ＲＴＰ
Divisionト Districtト 参加者数

教員総数
訓練参加

レーニング レーニング 合計 教員割合

Region V 算数 25 784 6,162 6,971 24,632 28.3

理科 28 549 1,006 1,583 24,632 6.4

Region VI 算数 53 34 0 87 30,256 0.3

理科 53 39 0 92 30,256 0.3

Region XI 算数 35 336 4,623 4,994 21,733 23.0

理科 33 332 4,639 5,004 21,733 23.0

中等教育レベル

ＲＴＰ
Divisionト 参加者数

教員総数
理数科教員 訓練参加

レーニング 合計 総数 教員割合

Region V 生物 42 72 114 6,010 883 12.9

地学 37 62 99 6,010 883 11.2

Region VI 生物 34 74 108 10,325 1,522 7.1

地学 34 45 79 10,325 1,522 5.2

Region XI 生物 28 165 193 6,650 981 19.7

地学 28 177 205 6,650 981 20.9

出所：村山哲也「フィリピン理数科教育パッケージ協力短期専門家報告書」1997年６月
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表－ 15　ＲＴＰ実施状況

参加者数

初等理科 初等算数 中等生物 中等地学 合計

1996年

Region V 第１回 25 28 0 0 132

第２回 0 0 42 37

Region VI 第１回 25 25 20 19 174

第２回 28 28 14 15

Region XI 第１回 0 0 28 28 124

第２回 35 33 0 0

1997年

Region V 第１回 26 27 0 0 100

第２回 0 0 25 22

Region VI 第１回 13 10 12 13 110

第２回 17 19 13 13

Region XI 第１回 0 0 31 35 130

第２回 35 29 0 0

1998年

Region V 30 32 29 30 121

Region VI 22 24 18 18 82

Region XI 40 40 32 27 139

合計 296 295 264 257 1112

出所：村山哲也「フィリピン理数科教育パッケージ協力短期専門家報告書」1997年６月

村山哲也、塚越由美子「1998年 Regional Training Program視察報告書」

４－２　評価５項目による評価

本項では、実施の効率性、目標達成度、効果、計画の妥当性、自立発展性という５つの観点（評

価５項目）からプロジェクトの実績を分析し、課題を検討する。

４－２－１　実施の効率性

効率性とは、プロジェクト実施過程における生産性のことであり、投入が成果にどのように

どれだけ転換されたかを検討する。ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣのカウンターパートが初中等

理数科教員トレーナーを訓練するために必要な各種能力を向上させるという成果はほぼ達成さ
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れた。投入の成果への貢献の度合という観点からは、プロジェクトはとても効率的だったと評

価できる。

（1）成果の達成状況

本章４－１－３成果の項で記述したとおり、成果は技術協力期間に達成されたものとし

て、十分満足できるレベルに達している。プロジェクト開始後に追加されたと思われる教

員トレーナーに対する技術支援能力に関しては、まだ向上の余地があるが、５年のプロ

ジェクト期間と投入の規模からすると、十分な努力がなされたと判断できる。

（2）投入の妥当性

投入の実績は本章４－１－１投入実績の項に示したとおりであり、それらの種類、タイ

ミング、質や量などはおおむね適切であった。また、投入カテゴリーごとの妥当性の分析

は下記のとおりである。

1） 日本側投入の妥当性

a） 専門家派遣の妥当性（長期 15名、短期 24名）

カウンターパートによる日本人専門家の能力と技術移転の内容（ＰＷＡ）に対する評

価は全般的に高い。ただし、科目によっては、専門家が派遣された時期がＮＴＰ実施

の直前だったため、準備に十分な技術指導を受けられなかったとの意見もあり、派遣

時期の決定にあたっては、プロジェクトの進捗状況に配慮する必要がある。また短期

専門家の任期が短く、十分な技術指導を受けることができず、コミュニケーションに

若干困難が伴ったとの指摘もカウンターパートからあげられている。専門家はすべて

の活動分野にまんべんなく投入されており、より多くの専門家を望む声もあったが、

全般的に、投入人数については妥当であったと思われる。

b） 機材供与の妥当性（総額１億 1351万 8000円（3039万 1411ペソ））

金額・品目・供与時期・利用状況ともに成果達成のために必要かつ十分なものであっ

たと思われる。供与機材の維持管理は、カウンターパートの科目ごとのワークグルー

プの責任で適切に行われ、すべての機材の使用頻度と保存状態が台帳に記録され、管

理された。ただし、専門家・カウンターパートからは、その年に申請した機材の発送

が日本の年度末になるため、４月から５月に行われるＮＴＰでの利用は一部を除き、

かなり困難であったことが指摘されている。
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c） 研修員受入れの妥当性（18名）

研修に参加したカウンターパートは、日本の理数科教育の現状やプラクティカルワー

クの実践の仕方などが分かり、有効であったと評価している。しかし、専門家からは、

数か月の研修では技術習得には短く、より長期の研修で中心的に活動できる人材を養成

する方が有効ではないかとの意見もあった。研修内容については、ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－

ＳＴＴＣの教員トレーナー養成という役割に照らして、研修は大学で行うよりも、県

教育センターなどで行う方がより適切だったのではないか、又はもっと実験実習の時

間を増やしてほしかったという要望などもカウンターパートから出ている。

d） カウンターパート配置の妥当性（年間 105～ 117名）

各科目 4～ 7名のカウンターパートが配置されており、人数は妥当であったと思われ

る。ただし、当プロジェクト専任でないため、かなり忙しく、研究活動が制限される

こともあった。また、研究スタッフは海外留学等の機会を得るものも多く、当初より

カウンターパートが減ってしまった科目などもあった（中等物理）。

e） プロジェクト事務所・施設提供措置の妥当性

ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣの施設は日本の無償資金協力により 1990年に整備され

ており、施設の状態と設備は良好であった。

2） フィリピン側による運営コスト負担の妥当性

ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣの 1998年の予算総額は 1994年のプロジェクト開始時の

2.5倍以上で、順調に増加しており、運営コストは十分に負担されている（表－７参照）。

しかし、1998年度予算の20％以上を占めるＦＡＰＳ（海外援助カウンターパート資金）は

日本の支援が完了する今年度以降は支出されない。プロジェクト終了後の財政措置の可

能性については４－２－５自立発展性の項を参照のこと。

（3）プロジェクト実施体制の効率性

プロジェクトの計画・実施に関する意思決定は、月１回、専門家とカウンターパートが

参加して開催される実施委員会（Implementing Committee）で行われた。この場において、日

常業務の方針について、専門家とカウンターパートの連携が適切になされ、業務の効率的

な実施が促進された。

当プロジェクトの合同委員会（ＪＣＣ）はＤＥＣＳ・ＤＯＳＴ・ＣＨＥＤの次官・局長ク

ラスと日本人専門家をメンバーとし、プロジェクト実施上、必要な関連機関との連携を促
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進することを目的としている。プロジェクト開始当初は、ＮＴＰの計画・実施のための関

連機関との協議の必要が頻繁に発生し、年に数回開催されたが、その後も年１回程度開催

されており、関係諸機関の調整や意思決定のメカニズムとしてプロジェクトの効率的な実

施に貢献している。

４－２－２　目標達成度

目標達成度とは、成果によってプロジェクト目標がどこまで達成されたか、あるいは達成さ

れる見込みがあるかなどを検討する評価項目である。

（1）プロジェクト目標の達成度

既に、本章４－１－５プロジェクト目標の項で述べたとおり、本プロジェクトのプロ

ジェクト目標「ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣが初中等理数科教員トレーナーを養成する優秀

な機関となること」はおおむね達成されている。

（2）成果の達成がプロジェクト目標につながった度合

当プロジェクトの成果として、カウンターパートの①基礎的実験能力、②訓練カリキュ

ラム、指導法、教材開発能力、③機材維持管理能力、④教員訓練プログラム計画・運営能

力が向上したことにより、ＮＴＰの計画・準備・実施が適切に行われ、ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－

ＳＴＴＣが教員トレーナー養成機関としての機能を果たすことに貢献した。したがって、

成果がプロジェクト目標達成につながった度合は総じて高い。しかし、教員トレーナー養

成機関としてのＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣの認知が中央及び国際的には高いのに対し、

ＲＴＰでの技術支援に関しては、リージョンレベルではあまり認知されていない。前述の

とおり、カウンターパート自身も時間と資金の制約から地方支援が十分にできなかったと

認識しており、センターそのものの技術水準を向上させ、全国レベルの教員トレーナー訓

練を実施する機関になることと、地方の教員トレーニングの支援機関となることを５年と

いう短期間に同時に期待することは難しかったと思われる。

（3）成果の達成がプロジェクト目標につながるのを阻害した要因

プロジェクト実施期間中に成果がプロジェクト目標につながるのを阻害した要因は特に

みられなかった。ただし、カウンターパートがプロジェクト専任でなく、複数の業務を抱

えてかなり忙しい状況であることから、プロジェクトによって能力が向上したカウンター

パートが活動を継続していけるかどうかが今後、重要な要因となりうるので、事後現況調

査などでモニタリングする必要がある。
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４－２－３　効果

効果とは、プロジェクトが実施されたことによってプロジェクト目標を超えたところで生じ

る直接的・間接的な正負のインパクトのことである。この項では、計画当初に予想された効果

と予想されなかった効果を検討した。その結果、いくつかの予想されていなかったプラスの効

果が得られている。又は発現しつつあることが確認された。

（1）意図されていた効果

ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣがプロジェクトによって初・中等理数科教員トレーナーを

適切に養成できるようになる（プロジェクト目標）ことにより、全国の初・中等理数科教員

トレーナーの指導力が向上する（上位目標）ことがプロジェクトの効果として期待されてい

た。この上位目標の達成状況については、本章４－１－６上位目標の項で詳述したように、

モデル３地域では理数科教員の 12％程度に対してＲＴＰ・ＤＴＰが実施されたことが分

かっているが、他地域については、どの程度までＮＴＰの波及効果が及んだかは特定でき

ない。また、ＮＴＰ・ＲＴＰ・ＤＰＴに参加した教員トレーナーの指導力に変化について

も、情報が不足しており、効果は期待できない。

（2）意図されていなかった効果

1） 新たな訓練ニーズへの対応

・ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣの教員訓練の実績により、複数の学校から教員訓練プロ

グラム実施の要請があり、実際にプログラムを実施した。

・ＮＴＰの準備・実施によって得られたＰＷＡの技術や教材を用いて 42の短期訓練プロ

グラムを実施し、８科目で 1995年～ 1998年の４年間に 1,163名を訓練した。

・1998年にパキスタン政府の要請で、複数のグループをパキスタンから受け入れて、ト

レーニングを実施した。

2） プロジェクトの成果の活用

・ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣは教員再訓練のためのテレビ教育番組（中等物理・中等

化学／初等理科）とオープンユニバーシティ（放送大学）のプログラム開発に携わって

おり、プロジェクトの成果が一部活用されている。

・複数のカウンターパートが国際会議で当プロジェクトの経験を発表した。

・ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣは、ＮＴＰ用に開発されたソースブックを教員トレー

ナー向けから教員向けの内容に改訂して市販する計画がある。
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４－２－４　計画の妥当性

計画の妥当性とは、プロジェクト目標と上位目標が評価時においても目標として意味がある

か、また、プロジェクトデザインが目標達成のために妥当であったかを見る評価項目である。

（1）上位目標の妥当性

初・中等理数科教育の質の向上は、フィリピン政府の国家政策の重点分野の一つである。

1995 年の第３回国際理数科研究（The Third International Mathematics and Science

Studies）における、41の参加国の中で、フィリピンの学生の得点が理科 37位、数学 38位

と非常に低かったことを受けて、1997年にフィリピン政府は、理数科教育向上のために緊

急イニシアチブを発令した。生徒の達成度の低さの原因の一つとして、フィリピンにおけ

る理数科教師の基礎能力の低さが挙げられており、特に理数科教員トレーナー養成のニー

ズは極めて高い。したがって「フィリピンの初中等理数科教師の教授能力が向上する」とい

う当プロジェクトの上位目標は、評価調査が行われた時点でも国家政策に照らして妥当で

ある。

（2）プロジェクト目標の妥当性

ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣは元来、教科書を開発する傍ら教員訓練を行ってきた実績

があり、また、フィリピン第１の国立大学であるフィリピン大学の付属機関という点から

も、全国レベルの教員トレーナーを養成するうえで、中心的役割を果たすべき立場にある。

また、日本の無償資金協力で実験段階と宿泊施設も既に整備されており、ソフト面での投

入が有効に活用できる基盤があった。したがってＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣに対し、実

践的な理数科トレーニングを行うための技術指導し、組織強化を図ったことは妥当であっ

た。

（3）プロジェクトデザインの妥当性

現行の上位目標は「フィリピン国の初・中等理数科教師の能力が向上する」こととなって

いるが、プロジェクト目標「ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣの教員訓練能力の向上」との間に

論理の飛躍がある。ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣのキャパシティビルディングは、全国の

理数科教師の能力の向上には直接結び付かない。

また、ターゲットグループとして、設定された「教員トレーナー」が具体的に何を指すの

かが明確に絞りきれなかった。当初設定したＮＴＰの参加者選定基準を満たさない参加者

が多く参加したため、カリキュラムや教材の修正を余儀なくされた部分もあり、計画時に

より綿密なニーズ調査をしてターゲットを設定すべきだったとの意見がカウンターパート
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からもあがった。

パッケージ協力との関係という面からは、ＲＴＰに対するＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣ

の関与の範囲が明確にされていなかったため、地方支援活動の一貫性を保つのが困難で

あったとの指摘もあった。

４－２－５　自立発展性

自立発展性とは、我が国の協力が終了した後も、プロジェクト実施による便益が持続される

かどうかを、プロジェクトの自立度を中心に検討する評価項目である。

（1）制度的側面

1） 初中等理数科教育への継続的政策支援

４－２－４計画の妥当性、（1）上位目標の妥当性の項でも触れたとおり、政府の理数科

教育向上については緊急性の認識は強く、当分の間、政策的支援は続くものと思われる。

また、ＤＥＣＳが初中等理数科教員の養成を政策的、予算的に支援を継続しないと、

ＲＴＰ、ＤＴＰの継続実施が困難になり、ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣが実施するＮＴＰ

の効果が波及するのを妨げることになるので、持続性を確保するためには政策支援は不

可欠である。

2） ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣの運営管理システム

当プロジェクト実施のために実施委員会（Implementing Committee）と専門家－カウン

ターパートミーティングがそれぞれ月１回、週１回ずつ行われており、プロジェクト終

了によって形態は変わるとしても必要に応じたＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣ内での運営

管理のためのミーティングは今後も継続されると思われる。

今後、活動をどのように展開していくとしても、ターゲットグループ、訓練で得るべ

き成果、更には、方針をより明確に設定し、その中で科目ごとのアプローチを検討する

ことで方向性のばらつきをできるだけ減らすことが活動を持続させるために必要である。

3） ＤＥＣＳ、ＤＯＳＴとの連携の見通し

ＮＴＰを行うための連携は実施されてきたが、今後ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣで開

発した教材の普及、地方教員トレーナーへの技術支援を強化していく場合には、理数科

教育で中心的役割を果たしているＤＯＳＴ、地方の教員管理、支援を担当するＤＥＣＳ

との連携が更に重要となる。合同調整委員会（ＪＣＣ）を活用するか、他の有効なメカニ

ズムをつくるかなどして、連携を促進する仕組みを確保する必要があるだろう。
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（2）財政的側面

1998年度にＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣは、政府の特別補正予算として、5000万ペソを

獲得しており、その残余分はプロジェクト運営に活用できる。宿泊施設や出版物の売り上

げ益で年間 700万ペソ程度の収入があり、これまでに貯めた基金が 7000万ペソ程ある。し

かし、この基金は大規模な施設補修等の資金として、残しておく計画で、調査・開発費に

はあてられない。現在国会に提出中の国立研究所化のための法案が可決すると、最高１億

ペソの基金が獲得でき、さらに基金の運用で年間 1000万ペソの活動費が確保できる。しか

し、それは順調にいっても 2000年以降になる見通しで、まだ確実ではない。したがって、

日本の支援終了後、当面はかなりの予算縮小が予想される。

財政的自立性を確保するための１手段として、当プロジェクトの成果品であり、高い評

価を受けているソースブックを各科目 1000部ずつ市販化に向けて印刷中である。将来的に

は内容を「教員トレーナー」向きから、より「教員」向きのものに改訂する計画だが、現段階

では、「教員トレーナー」用のものをほぼそのまま再版している。

本終了時評価のミニッツ締結にあたり、ＤＥＣＳ次官から当プロジェクトの教材の更な

る開発、再版、普及に係る費用をＤＥＣＳ教科書配当金から支出するとの発言があり、ミ

ニッツの提言の文言に加えられた。

（3）技術的側面

1） 移転した技術の定着状況と発展の見通し

既に述べたとおり、当プロジェクトの成果として達成が目指されていたカウンター

パートの各種能力は十分に向上した。カウンターパートはＰＷＡに関して学んだことを

ＮＴＰなどのトレーニングで紹介することは十分できる能力が身についた。今後は、知

識をそのまま紹介するのでなく、対象者や状況に合わせて応用する能力が必要である。

ＮＴＰは当初から各科目２コース、８科目合計16コースを実施する計画であり、計画

は達成された。ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣはＮＴＰの経験に基づいてトレーニングプ

ログラムを継続して行うことを考えている。今後は、教員トレーナーではなく、より現

場の教員にターゲットを絞ろうとしており、1999年は教員用のソースブックやトレーニン

グプログラムの開発に費やし、2000年からトレーニングを開始する予定である。ＤＥＣＳ・

ＤＯＳＴ・ＣＨＥＤ等に資金提供を申し込むための準備をしている。資金調達に多分の

不確実性があるが、プロジェクト後の活動について既に関係機関との協議を開始してい

る。

プロジェクトにかかわったカウンターパートは現在までのところ 99％定着しており、

今後も定着する可能性が高い。専門家、カウンターパート共にカウンターパートの意欲
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が向上し、プロジェクトへのコミットメントが高まっていることを指摘している。ただ

し、能力の高い者は留学や転職の可能性も高く、ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣの目標を

明確にし、これらのスタッフの関心を引きつける必要があるとの意見もあげられている。

現在、法案審議中の国立研究所化が実現すれば、ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣのスタッ

フの給与も向上し、満足度も向上するものと期待される。

2） 機材の維持管理の継続可能性

機材維持管理に関する技術移転は適切になされ、基本的にはカウンターパートによっ

て今後も維持管理できるとみられる。ただし、一部のかなり高度な機材については、活

用や修理に関していまだに日本人専門家の手助けを必要とするものもあり、若干の不安

がある。

機材の中核部分は日本からの輸入が多いが、輸入業者がいるので入手ルートは確保され

ており、資金さえあれば入手はさほど困難ではない。現在、ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣ

の予算のうち機材の調達、維持管理に充てられているのは 3000～ 4000万ペソであるが、

今ある海外援助カウンターパート基金（ＦＡＰＳ）とＪＩＣＡのローカルコスト負担がな

くなると資金的には維持管理が困難になることも予想される。



- 122 -

第５章　提言及び教訓

（1）機材・実験器具の改良・開発

プロジェクトを通して開発された教材・実験器具はリーダートレーナーを対象にしたもので

あることから、現場の教員が使用するにあたってはさらに改善が必要なこと、また、これまで

の期間で扱われなかったテーマに係る教材・実験器具の開発が求められることから、プロジェ

クトの残りの協力期間及び協力終了後において、実験実習に係る教材・実験器具の更なる開発

の推進が提言された。（なお、これらの開発・改善とすべての地域への普及に係る予算が

ＤＥＣＳの教材予算から予算措置されることが合同調整委員会の場でＤＥＣＳの次官によって

明言された。）

（2）リーダートレーナーへの技術支援の継続及びプロジェクト後のトレーニングプログラムの成

功のため、ＤＥＣＳ・ＤＯＳＴ・ＣＨＥＤ・ＰＲＣ（Professional Regulation Commission）等

の関連機関との連携を更に強化し、ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣの理数科教育に関するリソー

スと経験がより有効に活用されるようにする必要がある。

（3）ＲＴＰと地方の教員トレーナーに対して、ＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣが提供できる技術支

援に関しては、制約要因（マンパワー、資金の不足等）はあるものの、実行可能な分野と形態を

明確にし、その範囲内での技術支援の質を向上させることに焦点を絞る必要がある。

（4）今後の展開にあたっては、綿密なニーズ調査を行い、ターゲットグループと訓練によって

ターゲットグループが到達することが期待される目標と訓練の方針を明確にする必要がある。

それにより計画と実際のずれをなくし、より効率的・効果的に訓練を実施することが可能とな

るであろう。

（5）既に教員訓練機関としてフィリピン国内外で評価が高まっているＵＰ－ＩＳＭＥＤ－ＳＴＴＣ

であるが、プロジェクト終了後も技術を維持し、教員訓練を継続し、将来的には国内だけにと

どまらず、近隣諸国の理数科教育関係者に対しても助言を行える機関となることが期待される。

（6）当プロジェクトによって技術移転されたカウンターパートがプロジェクト終了後も継続して

活動を行うことが自立発展のために不可欠であるので、カウンターパートが定着するよう何ら

かの手段を講じる必要がある。
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（7）プロジェクトの成果を持続させるため、日本による支援が終了した後の財政基盤を確保する

必要がある。
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